
令和６年度 第８回 浜松市中央区協議会西地域分科会 

 

日時：令和６年１２月４日（水） 

午後１時３０分 ～ ４時３０分（予定） 

会場：西行政センター ３階 大会議室 

次    第 

１ 開会 

２ 会長あいさつ  

３ 区長あいさつ 

４ 議事 

（１）【諮問事項第 3 号】浜松市立和地幼稚園の閉園について  ☞  資料１(p.1)  

（２）【答申事項第 2 号】浜松市舞阪水産物荷捌き所の譲渡について  ☞  資料２(p.7)  

（３）【協議事項第 15号】浜松市農業振興ビジョン（案）のパブリック・コメントの実施に

ついて  ☞  資料３(p.9)  

（４）【協議事項第 16号】第３次浜松市中山間地域振興計画（案）のパブリック・コメント

の実施について  ☞  資料４(p.17)   資料４‐１(別添)  

（５）【協議事項第 17号】浜松市公共施設等総合管理計画（案）のパブリック・コメントの

実施について  ☞  資料５(p.23)  

（６）【協議事項第 18 号】第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画（案）

のパブリック・コメントの実施について  ☞  資料６(p.33)  

（７）【協議事項第 19号】第４次浜松市男女共同参画基本計画（案）のパブリック・コメン

トの実施について  ☞  資料７(p.41)  

（８）【協議事項第 20 号】浜松市スポーツ推進ビジョン（第３期浜松市スポーツ推進計画）

（案）のパブリック・コメントの実施について ☞  資料８(p.51)   

（９）【協議事項第 21号】第３次浜松市環境基本計画（案）のパブリック・コメントの実施

について  ☞  資料９(p.65)  

（10）【協議事項第 22 号】浜松市上下水道基本計画（案）【骨子】のパブリック・コメント

の実施について  ☞  資料１０(p.75)  

（11）【協議事項第 23 号】令和６年度地域力向上事業（助成事業）の提案について 

☞  資料１２(p.109)  

５ お知らせ 

・パブリック・コメントに関する資料配付について  

 ☞  資料１１-１(p.93)   資料１１-２(p.101)  

６ 地域課題の意見交換 

・多発する集中豪雨災害 

【（令和５年配付）一覧表】2防災・安全 － 2  

７ 閉会 
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 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 ■諮問事項   □協議事項   □報告事項 

件  名 浜松市立和地幼稚園の閉園について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

背景・経緯などについては別紙のとおり 

対象の区協議会 中央区協議会（西地域分科会） 

内  容 

和地幼稚園は、園児募集を停止し、園児が不在となった

時点で休園する。その後、条例改正を経て、閉園すること

について諮問するもの。 

備 考 
（答申・協議結果を得たい時

期、今後の予定など） 

答申を得たい時期：令和 7年 1月 

担当課 幼保運営課 担当者 渡邊 仁 電話 457－2114 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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浜松市立和地幼稚園の閉園について 

 

こども家庭部 幼保運営課 

 

１ 背景 

和地幼稚園（昭和 35 年創立）は、近年、園児が大幅に減少しており、今後も一定

規模の集団の中で学び、成長し合う環境を確保していくことが難しい状況にある。 

 

２ 経緯 

・ 現在の和地幼稚園の園児数は、年少 1 人、年中 2 人、年長 2 人の計 5 人である（令

和 6 年 11 月時点）。 

・ 令和 5 年 6 月に「浜松市立幼稚園・保育園の適正化等に関する方針」を策定。令

和 6 年 2 月から、方針に基づき、和地幼稚園の今後のあり方について、在園児保

護者・地元自治会役員などと協議を行ってきた。 

・ 協議の結果、在園児保護者及び地元自治会役員ともに「閉園はやむを得ない」と

の結論に至り、令和 6 年 9 月、地域住民に対して文書を回覧し、意向を確認。 

・ 令和 6 年 10 月、和地幼稚園 PTA 及び和地地区自治会連合会の連名で、「浜松市立

和地幼稚園の閉園に関する要望書」が提出された。 

【要望内容】 

・ 同じ中学校区の拠点園である伊佐見幼稚園において「預かり保育」を実施 

・ 今年度、和地幼稚園と伊佐見幼稚園の園児同士が交流する機会を設定 

・ 来年度、現在の和地幼稚園の職員を伊佐見幼稚園に配属するなど、職員配置に

ついて検討 

・ 通園距離が遠くなる和地幼稚園在園児の保護者に対する通園支援の検討 

・ 地域の意向を踏まえた園舎跡地の利活用の検討 

・ 現在の年少 1 人、年中 2 人の園児については、令和 7 年 4 月に他園（伊佐見幼稚

園ほか）へ転園予定。 

 

３ 湖東中学校区市立幼稚園の園児数の推移（各年 5 月 1 日時点） 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

和地幼稚園 31 24 17 14 18 14 14 8 8 6 

伊佐見幼稚園 41 37 31 27 30 31 25 13 13 15 

古人見幼稚園 14 平成 28 年度から伊佐見幼稚園と統合 

 

【別紙】 
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 第１０号様式  

中 協 西 分 第  号 

令和６年１２月 日 

  

（あて先）浜松市長 

 

中央区協議会 

会 長 鈴木 義明 印 

 

諮問事項に対する答申について 

 

令和６年９月６日付け浜市協第７９号で中央区協議会に対して諮問のあったこ

とについて、浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例第１１条第１項及び第３

項の規定に基づき審議した結果、下記のとおり答申します。 

 

 

記 

 

１ 答申内容  別紙第１１号様式のとおり 

（案） 
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 第１１号様式 

諮問事項に対する答申書 

中央区協議会西地域分科会 

件 名 浜松市舞阪水産物荷捌き所の譲渡について 

諮 問 内 容 

 

浜松市舞阪水産物荷捌き所の譲渡について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答  申 

 

諮問の内容について審議した結果、適切であると認めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備   考 

 

 

 

 

 

（案） 
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 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 浜松市農業振興ビジョン（案）のパブリック・コメントの実施について 

 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇背景・経緯 

・「浜松市総合計画」を上位計画とし、産業経済における農

業部門の個別計画として、本市農業行政の最上位に位置付

けている農業振興に関する基本計画。 

・現行の「浜松市農業振興ビジョン」が2024（令和６）年度

末に終期を迎えることから、これまでの取り組みを検証

し、本市の農業の現状や農業を取り巻く情勢を踏まえて、

新たな「浜松市農業振興ビジョン」を策定する。 

・策定にあたり、農地所有者や事業者、市民へのアンケート

や農業関係団体、消費者団体へのヒアリングを実施すると

ともに、農業関係団体、農業者、事業者、行政等で構成さ

れる「浜松市農業振興協議会」において協議を行っている。 

対象の区協議会 北地域分科会、天竜区協議会、西地域分科会 

 

内  容 

市のビジョン案について意見を伺う。なお区協議会でいた

だいた意見は、パブリック・コメントの意見の内容として取

り扱う。 

【計画期間】 

 2025（令和７）年度から2034（令和16）年度までの10年間 

【基本理念】 

 豊かな資源を次世代につなぐ「もうかる農業」の実現 

【基本方針】 

 １：持続可能で発展する農業の確立 

 ２：農村の保全・振興 

【基本施策】 

 ①農業経営の基盤強化 ②担い手の確保  

③生産性の向上    ④付加価値の向上 

⑤優良農地の確保   ⑥農業生産基盤の整備 

⑦環境負荷の低減 

⑧農村関係人口の増加 ⑨鳥獣被害対策 

⑩ユニバーサル農業（農福連携）の推進 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和６年 11月 20 日(水) 

～令和６年 12月 20 日(金) 

・市の考え方公表：令和７年２月予定 

・計画開始   ：令和７年４月 

担当課 農業水産課 担当者 小川 由利子 電話 ４５７-２３３３ 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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浜松市農業振興ビジョン（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「浜松市農業振興ビジョン（案）」とは 

   現行の「浜松市農業振興ビジョン」が令和６年度末で終期を迎えます。

浜松市の農業の現状や農業を取り巻く情勢を踏まえながら、持続可能な農

業を展開し、本市の農業が目指すべき将来像を実現するため、新たな「浜

松市農業振興ビジョン」を策定するものです。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月２０日（水）～令和６年１２月２０日（金） 
 
３．案の公表先 

農業水産課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 農業水産課（市役所本館６階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－０９３８ 
浜松市中央区元城町１０３－２ 農業水産課あて 

③電子メール nousui@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５０－３６０６－６１７１（農業水産課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

産業部農業水産課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２３３３） 
 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 浜松市農業振興ビジョン（案） 

趣旨・目的 
本市の農業の現状や農業を取り巻く情勢を踏まえながら、持続可能な農

業を展開し、本市が目指すべき将来像を実現するために策定する。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

“チャレンジ・工夫で「もうかる農業」を実現する”を基本理念とし 

て 2018（平成 30）年度に策定した「浜松市農業振興ビジョン」が 2024（令

和６）年度末で終了となるため、これまでの取組を検証し、農業の現状や

農業を取り巻く情勢を踏まえて新たなビジョンを策定した。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

農業者はもちろんのこと、市民、事業者、農業関係団体、行政など多様

な主体がそれぞれの役割を担い、連携して「オール浜松」で農業振興に取

り組むことで、持続可能な農業を展開していくことが重要である。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

・基本理念：豊かな資源を次世代につなぐ「もうかる農業」の実現 

  「もうかる農業」とは、農業の経営規模の大小や形態を問わず、すべ

ての農業者が収益を上げることを言う。農業が持続的に発展していくた

めには、「もうかる農業」を実現することが不可欠であることから、引

き続き基本理念に盛り込んだ。「もうかる農業」の実現により、農業に

やりがいや生きがいを感じることで、農業の持続的発展に繋がるととも

に農地の保全が図られ、農業が持つ多面的機能などの豊かな資源が次世

代に引き継がれる。これを目指す姿とし、基本理念として掲げる。 

・基本方針と基本施策 

  基本理念の実現に向け、２つの基本方針を設定し、さらに 10 の基本

施策を設定し、「人材の確保・育成」は２つの基本方針に共通する施策

として位置づける。 

 基本方針１：持続可能で発展する農業の確立 

  基本施策：①農業経営の基盤強化②担い手の確保③生産性の向上 

      ④付加価値の向上⑤優良農地の確保⑥農業生産基盤の整備 

      ⑦環境負荷の低減 

 基本方針２：農村の保全・振興 

  基本施策：⑧農村関係人口の増加⑨鳥獣被害対策⑩ユニバーサル農

業（農福連携）の推進 

関係法令・ 

上位計画など 
浜松市総合計画 基本計画 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年 11 月 ～12 月  案の公表・意見募集 

令和７年１月      案の修正、市の考え方の作成 

令和７年２月      意見募集結果及び市の考え方公表 
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出典：農林業センサス結果報告書 

（2010 年,2015 年,2020 年） 

＊2020 年は後継者の確保状況別経営体の統計値 

 

 

 

 

・日照時間が長く温暖な気候 

・中山間地から沿岸部までの様々な地域で多種多様な品目が栽培 

されている                          

・全国有数の農業産出額、総農家数を誇る 

■市町村別農業産出額ベスト 10（単位：千万円） 

 
出典：市町村別農業産出額（推計）（2017 年,2022 年） 

 

 

・農業者の減少と高齢化   

・経営耕地面積の減少       

・耕作放棄地が増加           

・宅地と農地の混在化 

・気温上昇や豪雨等の異常気象 

・燃料や資材等の価格高騰 

・鳥獣被害の増加 

 

 

                                     

  本ビジョンの期間は、30 年後の本市の将来像を描いた「浜松市総合計画/基本構想『浜松市未来ビジョン』を受け、10 年間の 

基本計画を定めた「浜松市総合計画基本計画」の終期に合わせた 2034（令和 16）年度とします。 

 

推進体制：浜松市農業振興協議会にて基本施策の進捗管理、情報共有、意見交換等を実施 

浜松市農業振興ビジョン（案） 

計画期間：2025（令和７）年４月１日～2035（令和 17）年３月 31 日（10 年間） 

 
 

 

浜松市の農業の現状や農業を取り巻く情勢、国・県・市の関連計

画を踏まえながら、今後も全国有数の農業都市として、また本市の

基幹産業として農業を持続的に発展させ、豊かな農業資源を次世代

に継承していくために策定するものです。 

浜松市の農業の特徴 

策定の趣旨 

■総農家数と農業後継者の有無別農家数(戸)  

浜松市の農業の課題 
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 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
 第３次浜松市中山間地域振興計画(案)のパブリック・コメントの実施

について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

＜背景＞ 

現行の第２次浜松市中山間地域振興計画が 2024(令和６)

年度で終期を迎えるため、2025(令和７)年度から始まる第３

次浜松市中山間地域振興計画の策定を進めてきた。 

＜経緯＞ 

・中山間地域の現状や課題等を把握し計画に反映させるた

め、2023(令和５)年度に集落座談会及びアンケート調査を

実施した。また、2024(令和６)年度にも自治会や NPO 法人、

各種団体、高校生、大学生などとの意見交換を行った。 

・庁内に「中山間地域振興推進本部」及び「中山間地域振興

ワーキンググループ」を設置し、部局の枠組みを超えた関

係部署間で、集落座談会やアンケート調査等でいただいた

意見や、地域の課題を共有し、主要な施策の実施に向け「現

状と課題」、「理想の姿」、「主な取り組み」について調整し、

計画(案)への反映を行った。 

対象の区協議会 
天竜区協議会、中地域分科会、東地域分科会、西地域分科会、

南地域分科会、浜北地域分科会、北地域分科会 

内  容 

計画(案)について意見を伺う。なお、今回、区協議会及び

地域分科会でいただいた意見は、パブリック・コメントの意

見として取り扱う。 

 

＜計画(案)の概要＞ 

基本理念と２つの目標のもとに、「まち」、「ひと」、「しご

と」をキーワードとした３つの重点方針を掲げ、19 の主要施

策を体系づけた。 

計画期間：５年間  2025(令和７)年度～2029(令和 11)年度 

対象区域：天竜区の全域、浜名区引佐町の北部(旧鎮玉村・

旧伊平村) 

備 考 

（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和６年 11月 15 日(金) 

～令和６年 12月 16 日(月) 

・市の考え方公表：令和７年２月予定 

担当課 
市民協働・地域政策課 

（中山間地域振興担当） 
担当者 夏目 聖 電話 922－0200 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
浜松市公共施設等総合管理計画（案）のパブリック・コメントの実施に

ついて 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

・現行計画が令和６年度に終期を迎えることから、新たに令

和７年度～16年度（10年間）を期間とする第２期計画を策

定する。 

・建設物価が急激に上昇したことで将来の改修・更新経費の

見込みが過少となり、実績値が計画値を大幅に上回る結果

となったことから、計画の内容及び目標値の再検討が必要

である。 

・策定時から10年近く経過し、保有施設の状態やニーズの変

化、脱炭素社会、DX化の推進等への対応を踏まえた内容に

更新する。 

・全体の構成は総務省通知「公共施設等総合管理計画の策定

等に関する指針」を踏まえたものとする。 

対象の区協議会 西地域分科会・天竜区協議会 

 

 

 

 

内  容 

市の計画案について意見を伺う。特に、以下の内容につい

ては、重点的に意見をいただきたい。なお、区協議会でいた

だいた意見は、パブリック・コメントの意見として取り扱う。 

【計画期間】：令和7年度～16年度（10年間） 

【内容】： 

第３章 資産経営の基本的な考え方 

 第４章 本計画の目標指標 

 第５章 タテモノ資産に関する具体的な取り組み 

 第６章 インフラ資産に関する具体的な取り組み 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和６年 11月 20 日(水) 

～令和６年 12月 20 日(金) 

・市の考え方公表：令和７年２月予定 

・計画開始   ：令和７年４月 

担当課 
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

推進課 
担当者 後藤 沙織 電話 457-2533 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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浜松市公共施設等総合管理計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「浜松市公共施設等総合管理計画（案）」とは 

市が保有する全ての資産を対象に、資産の見直しや活用、運営管理、処分等に関

するプロセス全般を資産経営と位置づけ、資産経営を長期的かつ着実に推進するた

めの羅針盤として策定する計画です。 

  現行計画が令和６年度に終期を迎えることから、新たに第２期「浜松市公共施設

等総合管理計画」を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月２０日（水）～令和６年１２月２０日（金） 
 
３．案の公表先 

アセットマネジメント推進課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協

働センター、ふれあいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央

一丁目）、パブコメ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課（市役所北館４階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒430－8652 
浜松市中央区元城町 103－2 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課あて 

③電子メール asset@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ 050－3730－0119（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課） 

  
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

財務部アセットマネジメント推進課（ＴＥＬ 053－457－2533） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 浜松市公共施設等総合管理計画（案） 

趣旨・目的 

・ 将来にわたって持続可能な行財政運営を実現するために、市が保

有する全ての資産を対象に、資産の見直しや活用、運営管理、処

分等に関するプロセス全般を資産経営と位置づけ、資産経営を長

期的かつ着実に推進するための羅針盤として策定するものです。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・ 平成 28 年３月に策定した現行計画が令和６年度に終期を迎える

ことから、新たに第２期計画を策定します。 

・ 建設物価が急激に上昇したことで将来の改修・更新経費の見込み

が過少となり、実績値が計画値を大幅に上回る結果となったこと

から、計画の内容及び目標値の再検討が必要です。 

・ 現行計画策定時から 10年近く経過し、保有施設の状態やニーズの

変化、脱炭素社会、DX 化の推進等への対応を踏まえた内容に更

新が必要です。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

・ 総務省通知「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」を

踏まえた構成とします。 

・ 基本方針は、社会情勢の変化や他方針・計画との整合性を図り、

項目の追加及び再構成を行いました。 

・ 将来改修更新経費の試算方法を見直し、投資充足率の目標は現状

値（令和 26 年度で 100％）を採用しました。 

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

・【基本理念】「知る・変える・活かす」で支える資産経営 

・【基本方針】３つの基本指針と５つの着眼点 

３つの基本指針 (1)公共施設に関するムリ・ムダ・ムラの是正 

(2)安全・安心な公共施設の提供 

(3)公共施設の最大限の有効活用 

 ５つの着眼点 ①データ一元化による維持管理コストの最適化 

        ②民間活力の積極的な活用 

        ③まちづくりとの連携及び近隣市町との連携 

        ④脱炭素化の推進 

        ⑤実効ある進捗管理 

・投資充足率 100%に向け、基本方針の考え方に基づき、第５～７章

に記載する具体的な取り組みを推進します。 

関係法令・ 

上位計画など 

（上位計画） 

・浜松市総合計画 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年 11 月 20 日～12 月 20 日 案の公表・意見募集 

令和７年２月予定    募集結果及び市の考え方公表 

令和７年４月      計画期間の開始 
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・本市人口は、2008年をピークとして減少局面 

・2050年には約65.7万人となると推計 

・従属人口指数は93.7％となり、生産年齢人口への依存
度が高まる 

 

 

 
・政令指定都市移行後、行財政改革への取組みにより、

財政指標は全般的には改善傾向 
・政令指定都市などとの比較ではストック指標、フロー

指標ともに良好 
・人口減少・少子高齢化のさらなる進行により、引き続

き厳しい財政運営となることが予想され、扶助費の増
加が見込まれるとともに、老朽化が進む資産の維持管
理、改修・更新経費の増大への対策が課題 

・本市の保有する公共施設、土地などの資産は、12市町村
合併、政令指定都市移行を契機に急増 

【タテモノ資産】 
・都市化の進展や人口の増加に伴い1970、80年代の20年

間で約133万㎡、全体の約51%を建設 
・今後、老朽化に対する対応や改修･更新時期の一極化が

懸念 

【インフラ資産】 
・都市化の進展や人口の増加に伴い整備が進められた道

路・橋りょう、平成以降に古い管の更新や整備が進んだ
上下水道管といった特徴 

・老朽化への対応、計画的な維持管理・改修による⾧寿命
化、耐震化などが必要となっており、将来の財政需要の
抑制、縮減が大きな課題 

【対象とする資産】 

  

【計画の位置付け】 
浜松市の最上位計画である「総合計画」を支える個別計画と
して定めるもの。 

土地を含むすべての資産 

現投資と同様の投資を続けた場合でも、大幅な延
床面積の縮減が必要 

 

道路・橋りょうなどでは新規事業の進捗状況を見据え
ながら、改修･更新を検討することや、上下水道事業
などは、老朽化した管を更新する際には適正な規模へ
縮小することなどが必要 
 

「見直すべきところは見直し、投資すべきところは積極的に投資する、そして、活用できるものは最大限活
用する」ことにより「保有する財産」から「活用する資産」への意識転換を進め、安全・安心で質の高い市
民サービスの提供と持続可能な行財政運営を両立することが重要。 

（将来推計人口） 

(タテモノ資産）総合管理対象施設 

 公有財産台帳面積                              （R6.3.31時点） 

 
・タテモノ資産やインフラ資産の改修・更新経費は今後50年で4兆7,780億円と想定（年平均956億円）（⾧寿命化前） 

 策定時 
（2024） 

R16 
（2034） 

R26 
（2044） 

タテモノ資産 
投資充足率目標 62.5％ 90％ 100％ 

 策定時 
（2024） 

R16 
（2034） 

R26 
（2044） 

インフラ資産 
投資充足率目標 87.4％ 95％ 100％ 

 

公
共
施
設
等 

タテモノ 

資産 

庁舎等、職員住宅等、    
集会施設、文化・観光施設、 
スポーツ施設、図書館、 
住宅施設、       
小中学校・高等学校 等 

  

インフラ 

資産 

道路、橋りょう、           
ポンプ、排水機場、       
上水道、下水道、 公園、 
河川 等 

土地 

＜歳入＞          ＜歳出＞ 

（過去5年間の歳入歳出内訳） 

区分 土地 建物 

行政財産 1,406万㎡ （62%） 246万㎡ （95%） 
普通財産 877万㎡ （38%） 14万㎡  （5%） 

合計 2,283万㎡（100%） 260万㎡（100%） 

基本理念：「知る・変える・活かす」で支える資産経営

目指すべき資産のすがた：
持続可能な資産経営

①公共施設に関する
ムリ・ムダ・ムラの
是正

②安全・安心な
公共施設の提供

③公共施設の
最大限の有効活用

３つの基本指針

①データ一元化による保有財産の適正化
②民間活力の積極的な活用
③まちづくりとの連携及び近隣市町等との連携
④脱炭素化の推進
⑤実効ある進捗管理

投資実績額
将来試算値 ＝100％

（２０４５年）

投資
充足率

・予防保全と⾧寿命化
・UD化 等

・新規抑制、既存施設の縮減
・RBM ・規模適正化

・余剰スペース貸付
・公共空間利活用 等

タテモノ資産

圏域及び
利用用途別分類ごとの
（見直しの）方向性

インフラ資産

利用用途別分類ごとの
（見直しの）方向性

基本理念、基本指針を
踏まえた方向性

普通財産

5つの
着眼点

＝

第5章 

第６章 

第７章 

市が保有する全ての資産を対象に、資産の見直しや活用、運営管理、処分などに関するプロセス全般を資産
経営と位置づけ、資産経営を⾧期的かつ着実に推進するための羅針盤として「浜松市公共施設等総合管理計
画」を定める。 

浜松市公共施設等総合管理計画
（本計画）

浜松市総合計画
（基本構想・基本計画）

各政策分野における計画・方針等

（国）インフラ
⾧寿命化基本計画

国
（省庁）

インフラ資産
・浜松市道路施設管理基本方針

・浜松市道路橋⾧寿命化計画
・浜松市トンネル⾧寿命化計画

・浜松市水道事業アセットマネジメント計画
・浜松市下水道事業アセットマネジメント計画

など

タテモノ資産
・浜松市公共建築物⾧寿化指針

・浜松市公営住宅等⾧寿命化計画
・浜松市学校施設⾧寿命化計画
・浜松市消防施設等整備計画
・施設分類別計画（ホール編）

・施設カルテ など

中期
財政計画

個別施設計画
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延床面積（万㎡）

建築年度
小中学校・高等学校 住宅施設 集会施設 スポーツ施設 産業振興施設 その他

（R6.4.1現在）

築60年以上 築40年以上60年未満 築20年以上40年未満 築20年未満
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〈見直しの考え方〉 2つの視点で検討 
・タテモノ資産を通じて提供している行政サービス

の性質 

【マネジメントの手法】 
すべてのタテモノ資産について、現状データ及び見
直しの考え方をまとめた「施設カルテ」を作成 
関係課で共有し、毎年度のPDCAサイクルを実行 

〈今後の方向性〉 

・施設の利用用途分類（23分類）ごとに整理 

（例:①庁舎等②職員住宅等③集会施設④文化・観光施
設⑤スポーツ施設⑥図書館など） 

・行政サービスや活動拠点の確保と、タテモノ資
産総量縮減を意識した施設の統廃合、複合化や
民間移管などの推進 

【マネジメントの手法】 
ＲＢＭを踏まえた⾧寿命化計画などを基本に、 
メンテナンスサイクル（点検⇒診断⇒措置⇒記録） 
を実行 
 

〈見直しの考え方〉 
・インフラ資産を通じて提供している行政サービスの

性質を踏まえて検討 
（①廃止 ②民間委託③分散処理 ④間引き ⑤ＲＢＭ） 

〈今後の方向性〉 
・資産の利用用途別４分類ごとに整理 

(①道路 ・橋りょう ②ポンプ・排水機場 
         ③上水道 ④下水道） 

【タテモノ資産の見直しの考え方と今後の方向性】 

○市民、議会への情報提供 

・資産や財政の状況、今後の見通しに関する情報を共
有するため決算報告時に「資産のすがた」による情
報提供に努める 

・施設の統廃合、複合化等の既存施設の見直しの際に
は、施設利用者や地元住民の方の理解が必要である
ことから、適宜意見交換や説明会等を通して見直す 

・議会へは適切な段階に説明 

○計画の進捗管理 

・本計画の実行性を確保するため、継続的に取組み  
を実施し毎年度投資充足率目標に対する実績によ
り目標達成状況を評価 

・社会情勢の変化や施設の見直し状況等を踏まえ、 
中間年である5年を目途に計画の見直しを実施 

○計画の推進体制 

 遊休財産の有効活用を図るため、利用実態や管理実態により普通財産を「事業財産」「計画財産」「貸付
財産」「遊休財産」に区分。活用手法から今後の見通しまでを一元的に把握し、市有財産としての活用や適
正管理、資産活用に取り組む。 

区分 説明 

活用可能財産 特段の調整を要せず処分ま
たは貸付が可能な財産 

要調整財産 
活用するために、地域や周
辺土地所有者などとの調整
が必要な財産 

活用限定財産 活用が限定される財産（法
面、山林等） 

その他 現地や公図が不明な財産 

解体可能財産 解体可能な財産 

②安全・安心な公共施設
の提供 

・予防保全と⾧寿命化  
・ユニバーサルデザインに配慮 
・雨水対策に沿った施設整備 

③公共施設の最大限の 
有効活用 

・余剰部分の活用  
・公共空間の利活用 

①公共施設に関する  
ムリ・ムダ・ムラの是正  

・延床面積縮減 
（新設の抑制・既存施設の縮減） 
・維持管理コストの最適化 

〈基本指針に沿った取り組み〉 

②安全・安心な公共施設
の提供 

・予防保全と⾧寿命化  
・メンテナンスサイクル  
・雨水対策 

③公共施設の最大限の 
有効活用 

・公共空間の利活用  
・ネーミングライツ 

①公共施設に関する  
ムリ・ムダ・ムラの是正 

・ＲＢＭの考え方による維持管理  
・規模適正化 

〈基本指針に沿った取り組み〉 

・行政サービスを享受している利用者の圏域など 
 利用者圏域（広域、市域、地域 、中山間地域 等） 
 （①廃止 ②民間移管 ③管理主体変更 ④非保有  
           ⑤統廃合⑥複合化⑦広域化） 

＜施設の状態とニーズ、考え方のマトリクス＞ 

Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

【年次更新】

・目標(改善)に
向けた取組み

・目標(改善)に
向けた取組み

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・実績評価、課題
を踏まえた改善

・実績評価、課題
を踏まえた改善

結果
報告

結果
報告

◆個別施設や制度の
見直しなどの改善案
を提示し調整

取組みに
対する支援

取組みに
対する支援

・目標に対する
実績評価

・課題分析

・目標に対する
実績評価

・課題分析

Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

施設カルテ

・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃

合等の方向性

※

共同作成

【年次更新】

・目標(改善)に
向けた取組み

・目標（改善）に
向けた取り組み

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映など

・実績評価、課題
を踏まえた改善

・実績評価、課題

を踏まえた改善

結果
報告

結果
報告

◆個別施設や制度の
見直しなどの改善案
を提示し調整

取組みに
対する支援

・取り組みに
対する支援

・目標に対する
実績評価

・課題分析

・目標に対する
実績評価

・課題分析

所
管
課

（
土
地・
タ
テ
モ
ノ

資
産
経
営
専
門
部
会）

（
資
産
経
営
推
進
会
議）

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
課

【インフラ資産の見直しの考え方と今後の方向性】 

RBM（リスクベースメンテナンス） 

 破損や事故の起きやすさ、市民生活へ影響を及ぼす
影響の大きさ、改修・更新経費の規模などのリスク
を基準に、各インフラ資産を分類し、維持管理、改
修・更新を実施する手法。 

施設カルテによる
マネジメント

現状把握
（有償、無償、借受人等）

事業財産

庁内活用
希望調査

計画財産

貸付財産

次年度予算要求
（解体）

売却

資産経営推進会議
（必要に応じて） 解 体

普通財産状況調査

遊休
財産

解体可能

活用希望あり

活用希望なし

活用可能

要調整

その他

活用可能
財産公表

公 募

更地にして
土地の活用
を探る解体可能

（小規模）

遊
休
土
地

借地解消

活用希望あり

【遊休財産の区分】 

統廃合・複合化の推進 
 各施設分類毎の個別施設計画と毎年度作成する施 
設カルテの資産情報より、多面的な検討を行った 
うえで今後の方向性を決定します。関係課と円滑 
に検討を行うために統廃合・複合化推進検討会議 
を活用します。  

・資産分類ごとの
マネジメント方針

・資産分類ごとの
マネジメント進捗管理上下水道部

産業部
（農林）

土地・タテ
モノ資産経
営専門部会

コスト
縮減・設計
適正化専門
部会

水道
工事課

下水道
工事課

・庁内の総合調整

・全体の進捗管理

・マネジメント進捗管理
・維持管理
・対策の実施など
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 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
第 4 次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画（案）

のパブリック・コメントの実施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇趣旨 

現在の基本計画は、令和2年度から令和6年度までの5年間の計画期

間が満了するため、「浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり条

例」第6条の規定に基づき、犯罪のない安全で安心して暮らすこと

のできるまちづくりを総合的かつ計画的に推進するために見直し

をします。 

〇経緯 

現行計画は令和6年度末に計画期間が満了となるため、直近の犯罪

動向を踏まえ、令和7年度から令和16年度までの10年間の計画を策

定します。 

対象の区協議会 東・西地域分科会・天竜区協議会 

 

内  容 

【浜松市の犯罪の状況】 

浜松市における刑法犯認知件数は、平成15年に過去最高の約1万4

千件でしたが、それ以降徐々に減少し、令和5年度は過去最低水準

の約3千6百件となりました。引き続き、市、市民、事業者、関係

団体等が協力して安全で安心なまちづくりを推進します。 

【基本理念】 

犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり 

【基本方針】 

１ 市民自らの防犯意識を高める 

２ 地域が協働して安全で安心なまちをつくる 

３ 子どもの安全の確保 

４ 犯罪の起きにくい地域環境をつくる 

【計画の取組み】 

基本方針は変更せずに取り組む事業を充実させています。特に近

年増加する特殊詐欺に対して、防犯協会による防犯講習会やくら

しのセンターによる高齢者を対象とした出前講座、市の広報誌を

活用した啓発等、被害防止に向け事業を推進しています。 

防犯灯設置補助事業や令和4年度に新設した防犯カメラ設置補助

事業等により、身近で起きている犯罪を抑制する整備を行い、安

全で安心なまちづくりを推進します。 

備 考 
（答申・協議結果を

得たい時期、今後の

予定など） 

・意見募集期間 ：令和 6年 11 月 15 日(金) 

～令和 6年 12 月 16 日(月) 

・市の考え方公表：令和 7年 2月予定 

・計画の施行  ：令和 7年 4月 

担当課 市民生活課 担当者 小池 清登 電話 ４５７-２２３１ 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 

 
 
 

１．「第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり計画（案）」とは 

浜松市では、平成 22 年度に「浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本

計画」を策定し、『犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり』を基

本理念とし、防犯に関する様々な取組みを行ってきました。今回の計画では、本

市における近年の犯罪情勢や地域の状況を踏まえ、新たに令和 7 年度から令和

16 年度までの 10 年間を計画期間とする「第 4次浜松市犯罪のない安全で安心な

まちづくり基本計画」を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和 6 年 11 月 15 日（金）～令和 6 年 12 月 16 日（月） 
 
３．案の公表先 

市民生活課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 
①直接持参 市民生活課（市役所本館 3 階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 
浜松市中央区元城町１０３－２ 市民生活課あて 

③電子メール shimink@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５３－４５２－０２９１（市民生活課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

市民部市民生活課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２０２６） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 第 4 次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画（案） 

趣旨・目的 

現在の基本計画は、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間の計画期間

が満了するため、「浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例」第 6

条の規定に基づき、犯罪のない安全で安心して暮らすことのできるまちづ

くりを総合的かつ計画的に推進するために見直しをします。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

現行計画は令和元年度末に計画期間が満了となるため、直近の犯罪動向を

踏まえ、令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間の計画を策定します。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

浜松市が将来にわたって安全で安心して暮らすことのできるまちであり

続けるためには、市民の生命、身体及び財産が平穏に保たれることが市民

生活の基本であるとの認識に立ち、市、市民、事業者などが協力、連携し

て、各種の取組みを進めることとします。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

【浜松市の犯罪の状況】 

浜松市における刑法犯認知件数は、平成 15 年に過去最高の約 1万 4千件

でしたが、それ以降徐々に減少し、令和 5年度は過去最低水準の約 3千 6

百件となりました。引き続き、市、市民、事業者、関係団体等が協力して

安全で安心なまちづくりを推進します。 

 

【基本理念】 

犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり 

 

【基本方針】 

１ 市民自らの防犯意識を高める 

２ 地域が協働して安全で安心なまちをつくる 

３ 子どもの安全の確保 

４ 犯罪の起きにくい地域環境をつくる 

 

【計画の取組み】 

基本方針は変更せずに取り組む事業を充実させています。特に近年増加す

る特殊詐欺に対して、防犯協会による防犯講習会やくらしのセンターによ

る高齢者を対象とした出前講座、市の広報誌を活用した啓発等、被害防止

に向け事業を推進しています。 

防犯灯設置補助事業や令和 4 年度に新設した防犯カメラ設置補助事業等

により、身近で起きている犯罪を抑制する整備を行い、安全で安心なまち

づくりを推進します。 
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関係法令・ 

上位計画など 
浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和 6 年 11 月～12 月   案の公表・意見募集  

令和 7 年 2 月     市の考え方を公表  

令和 7 年 4 月     基本計画の施行 
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浜松市の犯罪の状況 

本市における刑法犯認知件数は、平成 15 年に過去最高の約 1万 4千件でしたが、それ以降徐々に減少し、

令和 5年度は過去最低水準の約 3千 6百件となりました。刑法犯認知件数全体が減少する一方で、増加傾向

にある特殊詐欺に対しては、防犯協会による防犯講習会やくらしのセンターによる高齢者を対象とした出前

講座、市の広報誌を活用した啓発等、被害防止に向け事業を推進しました。 

引き続き、市、市民、事業者、関係団体と協力し、地域の防犯意識を高めるとともに、防犯灯設置補助事

業や令和 4年度に新設した防犯カメラ設置補助事業等により、身近で起きている犯罪を抑制する整備を行い、

安全で安心なまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

※令和 2年から令和 4年は、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言やまん延防止等重点措置による外出自粛要請の影響があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全で安心なまちづくりのためのそれぞれの役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間  令和 7年度から令和 16 年度（10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年４月 浜松市 市民部 市民生活課 〒４３０－８６５２ 浜松市中央区元城町１０３－２ 

 防犯意識を高め、安全の確保に努めるとともに、地域のコミュニ

ティや地域における防犯活動への積極的な参加、自ら所有・管理す

る土地・建物の適正な管理などを通じて、安全で安心な地域社会の

実現に努めます。 

 自主的防犯活動団体や警察等の関係機関との連携

を強化し、市民、事業者の防犯意識の高揚を図るとと

もに、地域の実情に合った防犯活動の充実や支援、設

備の整備を図ります。 

  必要な防犯設備の設置など事業活動の安全確保を図る

ことに努めます。さらに、従業員等に対し防犯知識や技

術を習得させるよう努めるものとします。地域の自主的

な防犯活動や市が実施する防犯施策に協力するよう努

めます。 

第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画  

（件） 

（件） 

市民 

5,398 5,316 4,930 4,440 4,216
3,583 3,315 3,440 3,263 3,572

0

2,000

4,000

6,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

浜松市内刑法犯認知件数の推移

（千円） 

基本理念 犯罪のない誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり 

市 事業者 

42
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81 80
71
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浜松市内特殊詐欺被害件数と被害額
認知件数
被害額

 

 

 

（１）防犯意識を高める広報啓発 

 

（２）防犯力を高める情報発信 

 

（３）防犯力を高める教育 

 

 

（１）地域における防犯活動の支援 

 

（２）地域の安全を見守る活動の強化 

 

（３）協働による連携体制の充実 

 

 

（１）地域と一体となった子どもの見守り 

 

（２）子どもの安全に配慮した環境整備 

 

（３）子どもの防犯力の育成 

 

 

（１）犯罪の防止に配慮した公共施設の整備 

 

（２）市民が行う防犯環境整備への支援 

 

（３）歓楽街等を対象とした環境改善 

 

（４）ＤＶ（配偶者からの暴力）防止の啓発 

 

（５）再犯防止の推進 

犯
罪
の
な
い
誰
も
が
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

基本方針１ 

 

市民自らの防犯意識を

高める 

基本方針２ 

 

地域が協働して安全で

安心なまちをつくる 

基本 

理念 
基本方針 

基本方針３ 

 

子どもの安全の確保 

基本方針４ 

 

犯罪の起きにくい地域

環境をつくる 

取組 
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 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
第４次浜松市男女共同参画基本計画（案）のパブリック・コメントの実

施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇趣旨・目的 

・すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自

らの意思により個性と能力を十分に発揮することができ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的、

計画的に推進するための計画を策定する。 

〇背景 

・浜松市男女共同参画推進条例第12条において、男女共同参

画推進のための基本計画を策定することを定めている。 

・現在の第３次浜松市男女共同参画基本計画は平成30年度か

ら令和６年度までを計画期間としており、本年度末で期間

満了を迎えることから、計画の更新を行う。 

〇経緯 

・令和５年度に男女共同参画市民意識・事業所実態調査を実

施し、現状把握と課題抽出を行った。 

・男女共同参画審議会における意見や有識者からの助言を聴

取し、計画（案）へ反映した。 

 

対象の区協議会 東・西・北地域分科会、天竜区協議会 

内  容 

計画（案）について説明するもの。 

計画期間：令和７年度から令和 11 年度まで（5年間） 

内  容： 

１．計画策定にあたって（計画の趣旨、現状と課題） 
２．計画の概要（計画期間、位置付け、基本目標、柱） 
（１）ジェンダー平等意識の醸成 
（２）固定的性別役割分担からの脱却  
（３）安全・安心なくらしの実現 
３．計画の体系図 
なお、区協議会でいただいた意見は、パブリック・コメント

の意見として取り扱う。 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和６年 11月 15 日(金) 

～令和６年 12月 16 日(月) 

・市の考え方公表：令和７年２月予定 

・計画の施行  ：令和７年４月 

担当課 
ＵＤ・男女共

同参画課 
担当者 森田 毅彦 電話 ４５７－２５６１ 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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第４次浜松市男女共同参画基本計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「第４次浜松市男女共同参画基本計画（案）」とは 

すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自らの意思により個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総

合的、計画的に推進するための計画です。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 

 
３．案の公表先 

ＵＤ・男女共同参画課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働セン

ター、ふれあいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、

パブコメ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）、あいホールにて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 

【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市

ホームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 
ＵＤ・男女共同参画課（市役所本館３階）まで書面

で提出 

②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 

浜松市中央区元城町１０３－２ 

浜松市役所 ＵＤ・男女共同参画課あて 

③電子メール ud@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

④ＦＡＸ ０５３－４５７－２７５０（ＵＤ・男女共同参画課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

市民部ＵＤ・男女共同参画課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２５６１） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 第４次浜松市男女共同参画基本計画（案） 

趣旨・目的 

すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自らの意思により

個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を総合的、計画的に推進するための計画です。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

平成３０年３月に策定した「第３次浜松市男女共同参画基本計画」が令和

６年度末で期間満了を迎えます。これまでの取組の検証及び課題の抽出を

行うとともに、今後見込まれる社会情勢の変化等を勘案し、令和７年度か

ら令和１１年度までの次期基本計画を策定します。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

平成３０年３月に策定した「第３次浜松市男女共同参画基本計画」に基づ

き、男女共同参画社会の実現に向けた取組を行ってきました。「ジェンダー

平等」の言葉は浸透し、ワーク・ライフ・バランスや女性活躍推進に取り

組む事業者も増えてきましたが、法律や制度などの「形式的な平等」は進

んできたものの、未だ性別により役割を決める固定的性別役割分担意識が

根強く残っており、「実質的な平等」とは言えない状況にあります。次期計

画ではこれらの課題を踏まえ、男女共同参画の推進に取り組みます。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

【計画期間】 

 令和７（2025）年度～令和１１（2029）年度 

【基本目標】 

 「性別にかかわらず、すべての市民がともに参画し、高め合う創造都市 

浜松」 

【計画の柱】 

 Ⅰ ジェンダー平等意識の醸成 

 Ⅱ 固定的性別役割分担からの脱却 

 Ⅲ 安全・安心なくらしの実現 

 

第４次浜松市男女共同参画基本計画は、「男女共同参画社会基本法」「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律」「困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律」に規定する計画として策定します。 

関係法令・ 

上位計画など 

・男女共同参画社会基本法 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

・困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

・浜松市男女共同参画推進条例 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年１１～１２月 案の公表・意見募集 

令和７年１月     案の修正、市の考え方の作成 

令和７年２月     意見募集結果および市の考え方を公表 

令和７年４月     計画の施行 
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１．計画の趣旨 

浜松市では、すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、自らの意思により個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現のため、平成 14（2002）年 12 月に「浜松

市男女共同参画推進条例」を制定し、男女共同参画の推進に取り組んできました。施策を計画的に推

進するため、現在の第３次浜松市男女共同参画基本計画（H30～R6）の計画期間満了に伴い、第４次

浜松市男女共同参画基本計画（R7～11）を策定します。 

 

２．現状と課題 

近年、「ジェンダー平等」という言葉は浸透し、男女共同参画への意識が高まり、休暇取得促進や

時間外労働短縮などのワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組や、女性の就労継続・管理職比

率向上などに努める事業者も増えてきました。しかし、法律や制度などの整備が進み、男女間の「形

式的な平等」は進んできたものの、賃金格差が生じていることや家事・育児等の負担が女性に偏って

いることなど、未だ「実質的な平等」とは言えない状況です。性別によって役割を決める固定的性別

役割分担意識が社会に根強く残っていることが大きな要因であると考えます。 

 

 

 

１．計画期間 

令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度 

 

２．計画の位置付け 

本計画は、浜松市男女共同参画推進条例第３条における基本理念のもと、第 12条第１項に基づき策

定する基本計画です。また、「男女共同参画社会基本法」をはじめとする各種関連法に規定する計画と

して位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会基本法 

ＤＶ防止法 

女性活躍推進法 

困難女性支援法 

－浜松市男女共同参画推進条例【基本理念】－ 
・個人の人権の尊重 
・多様な生き方の選択 
・政策決定等への平等参画 
・家庭生活と他の社会生活の両立 
・性と生殖に関する女性の健康と権利の尊重 
・国際的理解と協力 

第４次浜松市男女共同参画基本計画 

第４次浜松市男女共同参画基本計画（案） 

令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度 

計画策定にあたって 

計画の概要 
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３．基本目標（目指す将来像） 

 

 

「ジェンダー平等意識の醸成」、「固定的性別役割分担からの脱却」、「安全・安心なくらしの実現」

を計画の三本柱として、基本目標「性別にかかわらず、すべての市民がともに参画し、高めあう創造

都市 浜松」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別により役割を決める固定的性別役割分担意識は未だ根強く残っており、地域や行政、労働な

ど、様々な分野で男性中心の組織づくりが行われていることから、女性の参画が遅れている状況で

す。性別にかかわらず誰もが活躍できる社会を実現するため、男女共同参画の推進に関する教育・

学習機会の充実を図るとともに、政策・方針決定過程の場において女性が活躍できるよう女性の参

画促進と人材の育成に取り組みます。 

 

 

少子高齢化や共働き世帯の増加、個人の価値観の多様化が進む中で、ワーク・ライフ・バランスの

実現や女性活躍の推進は非常に重要なものであると考えます。それぞれが望むライフスタイルを実

現するため、誰もが働きやすい職場環境づくりや男性の家事・育児参画の促進、女性が自分らしく

活躍できるためのキャリアアップ支援等に取り組みます。 

 

 

近年、人口減少や少子高齢化など社会情勢が大きく変化する中、不安定雇用による生活困窮、社

会的孤立、ＤＶ、性暴力、健康問題など、市民が抱える問題は複雑化しています。また、新型コロナ

ウイルス感染症拡大は、市民生活に大きな影響を与えるとともに、今まで潜在化していた多くの課

題を浮き彫りにしました。市民が安全に、そして安心した生活を送ることができるよう、様々な困

難を抱える人への支援や理解の促進に取り組みます。 

 

「性別にかかわらず、すべての市民がともに参画し、高めあう創造都市 浜松」 

Ⅰ ジェンダー平等意識の醸成 

Ⅱ 固定的性別役割分担からの脱却 

Ⅲ 安全・安心なくらしの実現 
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第４次男女共同参画基本計画 体系図 

 柱 施策の方向性 基本的施策 

 

 

 

Ⅰ 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
意
識
の
醸
成 

１：男女共同参画の推進に

関する教育・学習機会の充

実と意識改革【重点施策】 

(１)男女共同参画を推進する教育や学習機会

の充実 

(２)男女共同参画の視点に立った防災対策の

推進 

(３)男女共同参画を推進する拠点施設の機能

充実 

(４)男女共同参画の視点に立った国際的理解

と情報発信 

２：政策・方針決定過程への

女性の参画拡大 

(５)審議会等への女性の参画拡大 

(６)あらゆる分野における女性の参画拡大 

(７)女性の人材育成にかかる施策の充実 

 

Ⅱ 

固
定
的
性
別
役
割
分
担
か
ら
の
脱
却 

３：ワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和）の推

進【重点施策】 

(８)誰もが働きやすい職場環境づくりの支援 

(９)男性の家事・育児等への参画と理解の促

進 

(10)多様なニーズに対応した子育て・介護に

かかる支援施策の充実 

４：労働の場における女性

活躍の推進 

(11)働く女性の能力発揮とキャリア形成のた

めの支援 

(12)女性のチャレンジ・再チャレンジに向け

た支援 

(13)農林水産業等における女性の参画促進 
 

(14)労働に関する法律・制度の周知とハラス

メント防止に向けた啓発 

 

Ⅲ 

安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現 

５：リプロダクティブ・ヘル

ス／ライツ（性と生殖に関

する健康と権利）の視点に

立った健康支援【重点施策】 

(15)生涯を通じたこころと体の健康支援 

(16)健康課題に関する理解促進と支援 

(17)性を正しく理解するための啓発と相談 

(18)性の多様性の理解促進 

６：生活に困難を抱える人

への支援 

(19)ひとり親家庭等の自立支援 

(20)生活困窮者、孤独・孤立者の自立支援 

(21)女性であることで複合的な困難を抱える

人への支援 

 

７：ジェンダーに基づくあ

らゆる暴力の根絶 

(22)ＤＶや性暴力等の防止に向けた意識啓発

と情報発信 

(23)被害者の相談支援体制の充実 

(24)被害者の自立に向けた支援の充実 

 

 

女

性

活

躍

推

進

法

 

Ｄ
Ｖ
防
止
法 

困

難

女

性

支

援

法

 

男

女

共

同

参

画

社

会

基

本

法

 

関 連 法  
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 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
浜松市スポーツ推進ビジョン（第 3期浜松市スポーツ推進計画）（案）の

パブリック・コメントの実施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇背景・経緯 

・本市では第2期浜松市スポーツ推進計画のもと、「スポーツ

文化都市 浜松」を目指し、「する」「みる」「ささえる」

の三本柱によりスポーツ政策を展開してきた。 

 近年スポーツを取り巻く環境は大きく変化しており、健康

の維持増進に加え、経済成長の牽引、インクルーシブ社会

の実現など、スポーツに求められる役割も多様化。 

 第2期計画が終期を迎えるにあたり、「スポーツが持つまち

を元気にする力」を最大限に引き出し地方創生の実現につ

なげることを目指し、スポーツに係るソフト事業とハード

事業の方針を一体的に示す新たなビジョンを策定するも

の。 

対象の区協議会 西地域分科会、天竜区協議会 

内  容 

市の計画案について意見を伺う。なお、区協議会でいただ

いた意見は、パブリック・コメントの意見として取り扱う。 

【計画期間】令和7年度から令和11年度までの5年間 

【目指す将来像】スポーツ文化都市・浜松 

【将来像に向けた政策の方針】 

(1)「する」「みる」「ささえる」の連鎖を生む政策 

・分野1「する」スポーツ 

・分野2「みる」スポーツ 

・分野3「ささえる」スポーツ 

・「する」「みる」「ささえる」に横串を刺す政策 

・「スポーツの力」を生かす政策 

(2)スポーツの基盤を支える政策 

・基本的な方針（効果・効率/安全・快適/民間ノウハウの

活用） 

・利用圏域区分に応じた市有施設の整備運営方針 

 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和 6年 11 月 15 日(金) 

～令和 6年 12 月 16 日(月) 

・市の考え方公表：令和 7年 2月予定 

・施行時期   ：令和 7年４月 

担当課 スポーツ振興課 担当者 大東たかし 電話 457-2421 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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浜松市スポーツ推進ビジョン 
（第３期浜松市スポーツ推進計画）（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「浜松市スポーツ推進ビジョン（第３期浜松市スポーツ推進計画）計画（案）」

とは 

第 2期浜松市スポーツ推進計画が計画終期を迎えるにあたり、近年多様化するスポ

ーツに求められる役割を踏まえ、「スポーツが持つまちを元気にする力」を最大限に

引き出し、地方創生の実現につなげるため、新たなビジョンを策定するものです。 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 

３．案の公表先 

スポーツ振興課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、

ふれあいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パ

ブコメ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）、四ツ池公園（野球場、陸上競技

場）、浜松アリーナ、古橋廣之進記念浜松市総合水泳場、サーラグリーンアリ

ーナ（浜松市浜北総合体育館）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 
①直接持参 スポーツ振興課（市役所本館３階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 
浜松市中央区元城町１０３－２スポーツ振興課あて 

③電子メール sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５０－３７３０－１３９１（スポーツ振興課） 

５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 
お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

６．問い合わせ先 

市民部スポーツ振興課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２４２１） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 浜松市スポーツ推進ビジョン（第 3 期浜松市スポーツ推進計画）（案） 

趣旨・目的 

・ 近年多様化するスポーツに求められる役割を踏まえ、「スポーツが

持つまちを元気にする力」を最大限に引き出し、地方創生の実現

につなげるため、新たなビジョンを策定するもの。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・ 近年スポーツを取り巻く環境は大きく変化しており、健康の維持

増進に加え、経済成長の牽引、インクルーシブ社会の実現など、

スポーツに求められる役割も多様化している。 

・ 第 2 期浜松市スポーツ推進計画が終期を迎えるにあたり、ソフト

事業とハード事業を一体的に示す新たなビジョンを策定すること

とした。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

・ 策定にあたり、地域の関係者の議論を通じスポーツの「望ましい

未来」を描き必要な政策を考える「シナリオ・プランニング」手

法を活用するとともに、現状と課題を把握するための市民アンケ

ート及び関係団体アンケートを実施した。 

・ 将来像の実現のために必要な視点を掲げるとともに、これまでの

政策に加えて「『する』『みる』『ささえる』に横串を指す政策」

及び「『スポーツの力』を生かす政策」を体系整理した。 

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

①計画期間：2025 年度～2029 年度（令和 7年度～令和 11 年度） 

②目指す将来像：スポーツ文化都市・浜松 

③必要な視点：みんなで/様々な場で/持続可能なかたちで/楽しむ 

④将来像に向けた政策の方針 

(1)「する」「みる」「ささえる」の連鎖を生む政策 

・分野 1「する」スポーツ 

・分野 2「みる」スポーツ 

・分野 3「ささえる」スポーツ 

・「する」「みる」「ささえる」に横串を刺す政策 

・「スポーツの力」を生かす政策 

(2)スポーツの基盤を支える政策 

・基本的な方針（効果・効率/安全・快適/民間ノウハウの活用） 

・利用圏域区分に応じた市有施設の整備運営方針 

⑤推進体制 連携、協働により将来像の実現を目指す 

（プラットフォーム構築） 

関係法令・ 

上位計画など 
浜松市総合計画（基本構想・基本計画・実施計画） 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

案の公表、意見募集開始 令和６年１１月１５日 

意見募集終了      令和６年１２月１６日 

市の考え方公表     令和７年２月 

施行時期        令和７年４月 
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浜松市スポーツ推進ビジョン 

（第 3 期浜松市スポーツ推進計画） 

（案） 
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1 ビジョンの策定にあたって 

2 目指す将来像と必要な視点 

スポーツ文化都市・浜松 
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3 将来像に向けた政策の方針 
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4 推進体制 
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浜松市スポーツ推進ビジョン付属資料:　政策体系表

区分1 区分2 重点ポイント 大事業 中事業 小事業/事柄

分野1「する」スポーツ
1-1 誰もがスポーツに
親しむ機会の創出

 スポーツイベントの開催やトレーニングプログラムの実施
支援等を通じた、年齢、性別、国籍、障がいの有無など
を問わずスポーツに親しむ環境づくり

スポーツ普及・活性化事業
地域スポーツスタートアップ連
携事業

 従来のスポーツからeスポーツ等の新しいスポーツまで、
体験機会の増を通じた誰もが一緒に楽しめる多様なス
ポーツの普及と認知度向上

スポーツ普及・活性化事業
ゼロ・スタート・トレーニングラ
ボ

パラスポーツ推進事業
インクルーシブスポーツフェス
ティバル開催負担金

スポーツ発信交流事業
浜松シティマラソン開催事
業

浜松シティマラソン開催負担
金

生涯スポーツ振興事業
静岡県市町対抗駅伝競
走大会事業

競技スポーツ振興事業
全国大会出場選手等激
励事業

1-2 次世代のスポー
ツ機会創出

  学校体育等との連携による子どもの運動習慣確立と
体力向上

競技スポーツ振興事業 ジュニアスポーツ育成事業 ジュニア強化練習会業務委託

  地域、学校、民間事業者、プロスポーツチーム、競技
団体、NPO等様々な主体の参画による子どもの個性や
可能性を引き出すスポーツ機会の拡大

競技スポーツ振興事業 ジュニアスポーツ育成事業
浜松市ジュニアスポーツ競技
力向上等事業費補助金

1-3 地域でのスポー
ツ機会の創出

  体育振興会など地域スポーツを支える団体や、地域
スポーツ活動に参画する企業等の支援と連携促進

スポーツ普及・活性化事業
体育振興会等地域スポー
ツ普及事業

  学校施設など身近な場所の活用や、無理なく気軽に
始められるスポーツの普及振興を通じた、日常の暮らし
の中でスポーツをする機会の創出

生涯スポーツ振興事業
小中学校スポーツ施設開
放事業

分野2 「みる」スポーツ
2-1 スポーツ観戦機
会の増加

  浜松市をホームとするプロスポーツチームや浜松ゆかり
のアスリートの応援機運の醸成と連携事業の実施

大型スポーツイベント等誘
致 事業

スポーツイベント等開催事業
費補助金交付事業

  国際大会や全国大会等の大規模スポーツ大会や、
ナショナルチーム・プロチーム・実業団等のトップアスリート
合宿の誘致・開催支援

大型スポーツイベント等誘
致 事業

【ゼロ予算】プロスポーツチーム
支援事業

分野3「ささえる」スポーツ 3-1 人材の育成
  地域スポーツのコーディネート役となるスポーツ推進委
員の資質向上と活動支援

スポーツ普及・活性化事業
地域スポーツ指導者養成事
業負担金

  地域スポーツ指導者、市民ボランティアの育成と活動
の環境づくり、マッチング機能の強化

生涯スポーツ振興事業
スポーツ推進委員活動支
援事業

4-1 連携・共創・情報
発信

  異分野融合を促進し、ニーズとシーズのマッチングや、
連携・協業の契機となるプラットフォーム構築と、連携、
協働を推進する人材の確保・育成

スポーツ普及・活性化事業 【新規】プラットフォームの構築

  スポーツの「する」「みる」「ささえる」に関する情報の集
約、整理、SNSを含む各種メディア活用による発信の強
化

スポーツ施設運営事業
（市内各スポーツ施設の
管理運営）

スポーツ施設整備事業
浜松アリーナリニューアル
整備

スポーツ施設整備事業 武道館整備

スポーツ施設整備事業 四ツ池公園運動施設整備

ビーチ・マリンスポーツ推進
事業

管理運営事業
江之島ビーチコート整備・運
営

ビーチ・マリンスポーツ推進
事業

管理運営事業
三ヶ日マリンスポーツ拠点整
備

「スポーツの力」を生かす政策
5-1 スポーツの力を生
かしたまちづくりの推進

  地域資源を生かしたビーチ・マリンスポーツの振興やス
ポーツツーリズム・スポーツコンベンションの推進

ビーチ・マリンスポーツ推進
事業

普及促進事業
ビーチ・マリンスポーツ普及イベ
ント開催事業

  大規模スポーツイベントの誘致や企業やプロチーム等
との連携による賑わい創出

大型スポーツイベント等誘
致 事業

ブラジル選手団等事前合宿
受入事業

  ブラジルとのレガシー協定等を活用したスポーツを通じ
た他地域との交流促進

大型スポーツイベント等誘
致 事業

スポーツイベント等開催事業
費補助金交付事業

 スポーツによる健康寿命の延伸を通じたウエルネスシ
ティ（予防・健幸都市）の実現

スポーツ普及・活性化事業 スポーツ健康相談事業

  スポーツを介した官民連携・協業の促進を通じた社会
課題解決

スポーツ普及・活性化事業 【新規】プラットフォームの構築

5-2 スポーツの力によ
る市民の幸福度
（Well-Being）向
上

事業活動（アクティビティ）
※総合計画実施計画を活用し、毎年進捗管理を行っていく

浜松市スポーツ推進ビジョン本書の記載内容

「する」「みる」「ささえる」に
横串を刺す政策

＜スポーツの基盤を支える施設＞
　・効果・効率、安全・快適・民間ノウハウの活用
　・利用圏域区分に応じた市有施設の整備運営
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所在地
現行 R7～

1 ●四ツ池公園（浜松球場、陸上競技場） 中央区 上島六丁目19-1 広域
2 ●浜松アリーナ 中央区 和田町808-1 広域
3 ●古橋廣之進記念浜松市総合水泳場(ToBiO) 中央区 篠原町23982-1 広域
4 ●浜松市武道館 中央区 西浅田2丁目3-1 市域
5 ●浜松市北部水泳場 中央区 高丘西4丁目7-1 地域
6 ●花川運動公園（庭球場） 中央区 西丘町724 市域
7  浜松市半田山グラウンド 中央区 半田山三丁目1084-13 地域 生活
8 ●浜松市馬郡運動広場 中央区 馬郡町3785-1 地域 生活
9 ●浜松市雄踏総合体育館 中央区 雄踏町宇布見9981-1 地域 広域
－  雄踏総合公園 中央区 雄踏町宇布見9981-1 － 広域
10 ●浜松市雄踏グラウンド 中央区 雄踏町宇布見9611-2 地域 生活
11 ●浜松市舞阪総合体育館 中央区 舞阪町舞阪2623-32 地域 市域
12 ●浜松市舞阪乙女園グラウンド 中央区 舞阪町弁天島3071 地域 生活
13 ●浜松市大塚グラウンド 中央区 大塚町安間川河川敷 地域
14 ●江之島アーチェリー場 中央区 江之島町1197 市域
15 ●江之島ビーチコート 中央区 江之島町1197 市域 広域
16 ●浜松市新橋体育センター 中央区 新橋町1-2 地域
17 ●浜松市瓜内スポーツ広場 中央区 田尻町28 地域 生活
18 ●可美公園（体育館、水泳場外） 中央区 増楽町920-2 地域 市域
19 ●浜松市沖洗運動場 中央区 若林町15-8 地域
20 ●サーラグリーンフィールド(浜松市浜北平口サッカー場) 浜名区 平口3071-1 市域
21 ●サーラグリーンアリーナ(浜松市浜北総合体育館） 浜名区 平口5042-133 市域
22  サーラグリーンアクア(浜松市浜北温水プール) 浜名区 平口5042-125 市域 （閉鎖中）
23 ●浜松市浜北体育館 浜名区 西美薗30 地域
24 ●浜松市高薗ゲートボール場 浜名区 高園221 地域
25 ●浜松市サンライフ浜北 浜名区 竜南27 地域
26 ●浜松市浜北武道館 浜名区 竜南26 地域
27 ●天竜川運動公園(多目的広場ほか) 浜名区 中瀬・永島地先 地域
28 ●天竜川大平運動公園(多目的広場ほか) 浜名区 中瀬地内 地域
29 ●御馬ヶ池緑地(多目的広場ほか) 浜名区 於呂3732-1 地域
30 ●明神池運動公園(野球場、庭球場) 浜名区 宮口391-5 地域
31 ●梔池緑地(多目的広場) 浜名区 宮口4666-1 地域
32 ●浜松市細江総合グラウンド 浜名区 細江町中川2736 小規模等 地域
33 ●浜松市細江総合体育センター 浜名区 細江町中川2736 地域
34 ●浜松市引佐総合体育館 浜名区 引佐町横尾500 地域
35 ●浜松市奥山体育センター 浜名区 引佐町奥山1550-1 生活
36 ●浜松市引佐運動広場 浜名区 引佐町東黒田847-1 小規模等 R7～消防局へ移管
37  浜松市三ケ日弓道場 浜名区 三ヶ日町三ヶ日121-26 地域
38  浜松市三ケ日運動場 浜名区 三ヶ日町字志1320-5 小規模等 生活
39 ●浜松市三ケ日Ｂ＆Ｇ海洋センター 浜名区 三ヶ日都筑3116-24 地域
40 ●浜松市天竜B&G海洋センター 天竜区 二俣町阿蔵330-2 地域
41 ●浜松市天竜体育館 天竜区 二俣町二俣501 地域
42 ●浜松市天竜武道館 天竜区 二俣町二俣557-1 地域
43 ●浜松市天竜庭球場 天竜区 山東2311-1 小規模等 地域
44 ●船明ダム運動公園 天竜区 船明2660 地域
45 ●浜松市天竜ボート場 天竜区 月969-1 地域
46  浜松市天竜上阿多古運動場 天竜区 西藤平1555 小規模等 生活
47  浜松市春野気田スポーツ広場 天竜区 春野町気田846 生活
48  浜松市春野総合運動場 天竜区 春野町堀之内265-1 地域
49  浜松市佐久間瞑想館 天竜区 佐久間町浦川2329-2 生活
50 ●浜松市水窪総合体育館 天竜区 水窪町地頭方241-3 地域
51  浜松市水窪グラウンド 天竜区 水窪町奥領家3386-1 地域
52  浜松市水窪テニスコート 天竜区 水窪町奥領家3401-1 地域
53  浜松市水窪小畑プール 天竜区 水窪町奥領家3412-1 コミュニティ 地域
54  浜松市水窪⾧尾プール 天竜区 水窪町奥領家3865-3 コミュニティ 生活
55  浜松市龍山健康増進センター 天竜区 龍山町戸倉217-1 生活 地域
56  浜松市龍山総合運動場 天竜区 龍山町戸倉239-3 地域

その他 小中学校開放（体育館・グラウンド・武道館） 生活 140校
（●＝指定管理者制度導入施設）

関連 公園施設等（グラウンド・テニスコート等） 地域・生活

No 施設名
利用圏域

備考

浜松市スポーツ推進ビジョン付属資料:　令和6年度　スポーツ施設一覧表（56施設）
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 第９号様式 

区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 第 3 次浜松市環境基本計画（案）のパブリック・コメントの実施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

現状、課題等） 

○背景・経緯 

・浜松市環境基本計画は、浜松市環境基本条例第 9条に基づく「環境

の保全及び創造に関する基本的な計画」として策定している。 

・本年度、現行の第 2次浜松市環境基本計画（計画期間：2015～2024

年度・2020 年度改定）が終期を迎えることから、2025 年度を始期

とする第 3次浜松市環境基本計画を策定する。 

・本計画案の策定にあたっては、近年の環境課題や社会情勢や国の第

6次環境基本計画、現行計画の評価と課題を考慮したほか、環境分

野の有識者で構成する「浜松市環境審議会」において意見を聴取し、

反映した。 

対象の区協議会 東地域分科会、西地域分科会、北地域分科会、天竜区協議会 

内  容 

計画案について意見を伺う。なお、区協議会でいただいた意見は、

パブリック・コメントの意見として取り扱う。 

【計画期間】 

2025 年度から 2034 年度（10 年間） 

【2045 年の理想の姿（環境の将来像）】 

脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、豊かなくらしや持続的な経

済活動と多様な自然環境が共生するまち 

【10 年後の目標】 

①市民一人ひとりの日常生活や事業者の経済活動における脱炭素

や資源循環につながる取組を推進し、環境負荷を低減する 

②市民・事業者・市民活動団体による環境保全活動を浸透させ、豊

かで良好な自然環境と快適で安全・安心な生活環境を確保する 

【これからの環境施策の方針（目標を達成するための政策）】 

基本政策１ 生活環境の保全 

基本政策２ 循環型社会の形成 

基本政策３ カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現 

基本政策４ 自然環境との共生 

共通政策  政策を支える基盤づくり 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

意見募集期間：2024 年 11 月 15 日（金）～12月 16 日（月）  

市の考え方公表：2025 年 2 月予定 

計 画 施 行：2025 年 4 月予定 

担当課 環境政策課 担当者 稲葉・内山 電話 453-6146 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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第３次浜松市環境基本計画（案） 
に対するご意見をお待ちしています！ 

 
 
 

１．「第 3次浜松市環境基本計画計画（案）」とは 

浜松市環境基本計画は、市の環境政策の方向性を示すため、浜松市環境基

本条例（平成 10 年浜松市条例第 49 号）第 9 条の規定に基づく「環境の保全

及び創造に関する基本的な計画」として定めています。第 2 次環境基本計画

（計画期間：2015～2024 年度・2020 年度改定）が計画期間を終えることから、

社会情勢の変化等を踏まえ、2025 年度を始期とした新たな計画を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和 6年 11 月 15 日（金）～令和 6 年 12 月 16 日（月） 

 
３．案の公表先 

環境政策課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市 
ホームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 環境政策課（浜松市鴨江分庁舎 4階）まで書面で提出 

②郵便【はがき、封書】 

（最終日の消印有効） 

〒432-8023 

浜松市中央区鴨江三丁目 1-10 環境政策課あて 

③電子メール kankyou@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

④ＦＡＸ 050-3606-4345（環境政策課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和 7 年 2 月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

環境部環境政策課（TEL：053-453-6146） 

 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 
浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

案件名 第 3 次浜松市環境基本計画（案） 

趣旨・目的 

第 2 次浜松市環境基本計画の期間（2015～2024 年度）満了に伴い、浜

松市環境基本条例（平成 10 年浜松市条例第 49 号）第 9 条に基づく環

境の保全及び創造に関する基本的な計画として 2025 年度を始期とす

る新たな計画を策定するものです。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・第 2次浜松市環境基本計画の策定から 10 年が経過し、気候変動、生

物多様性の損失、海洋汚染などの環境問題は深刻化しています。 

・2021 年 地球温暖化対策計画（国）が策定されました。 

・2023 年 生物多様性国家戦略が策定されました。 

・2024 年 第 6次環境基本計画（国）が策定されました。 

・2024 年 第 5次循環型社会形成推進基本計画が策定されました。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

今後、重点的に取り組む施策の方向性を定めるにあたり、近年の環境

課題や社会情勢のほか、第 6 次環境基本計画（国）の内容、第 2 次浜

松市環境計画において掲げた基本方針に対する評価と課題を考慮しま

した。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

○将来の理想の姿（環境の将来像） 

2045 年の理想の姿（＝環境の将来像）を次のとおり掲げます。 

「脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、豊かなくらしや持続的な

経済活動と多様な自然環境が共生するまち」 

 

○10 年後の目標 

環境の将来像を実現するため、次の2つを10年後の目標に掲げます。 

①市民一人ひとりの日常生活や事業者の経済活動における脱炭素や資

源循環につながる取組を推進し、環境負荷を低減する 

②市民・事業者・市民活動団体による環境保全活動を浸透させ、豊か

で良好な自然環境と快適で安全・安心な生活環境を確保する 

 

○これからの環境施策の方針 

10 年後の目標を達成するため、4 つの基本政策と共通政策を掲げ、

施策を推進します。 

基本政策１ 生活環境の保全 

基本政策２ 循環型社会の形成 

基本政策３ カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現 

基本政策４ 自然環境との共生 

共通政策  政策を支える基盤づくり 
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関係法令・ 

上位計画など 

○関係法令 

 環境基本法 

○上位計画など 

 浜松市総合計画（基本構想、基本計画） 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

案の公表、意見募集 令和 6年 11 月 15 日（金） 

意見募集の終了   令和 6年 12 月 16 日（月） 

市の考え方の公表  令和 7年 2月 

計画施行      令和 7年 4月 
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 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロに
（カーボンニュートラル宣言）

 2100年の世界平均気温の上昇を産業革命前に比べて1.5℃以内に
抑える努力を追求（グラスゴー気候合意）

気候変動

自然共生

環境収容力

循環経済

 地球上で生存するため
の超えてはならない限
界値を設定した概念
「プラネタリー・バウ
ンダリー」に注目

 地球の資源や調整能力
を超えた活動により、
不可逆的な変化等が生
じることを示唆

 2030年までに自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失
を止め反転させる「ネイチャーポジティブ」の考え方が提示
（昆明・モントリオール生物多様性枠組）

 天然資源の消費を抑制し、
環境への負荷が低減され
る「循環型社会」の形成
を推進

 線形経済から、持続可能
な形で資源を効率的・循
環的に利用する循環経済
「サーキュラー・エコノ
ミー」への移行を推進

図出展｜環境省HP、生物多様性はままつ戦略2024

１．環境基本計画とは／社会情勢の変化
第3次浜松市環境基本計画（案）の概要

浜松市環境基本条例第9条に基づき策定する計画です。第2次浜松市環境基本計画（以下、第2次計画）
の期間満了に伴い、2025～2034年度を期間とする新たな計画を策定します。

気候変動、生物多様性の損失、海洋汚染等の環境問題は深刻化しており、世界的な課題となっています。
国においても、第6次環境基本計画を策定し、こうした課題への対応方針を示すなど、社会情勢は大きく
変化しています。

社会情勢の変化

環境基本計画とは

 事業場への立入検査、市内大気・公共用水域の
常時監視の実施により環境基準の達成を維持

 解体工事現場への立入検査実施によりアスベス
ト飛散防止を強化

 PCB保管事業者への指導により適正処理を促進
 流域対策、面源負荷対策等の実施により佐鳴湖

の水質改善を推進

 水質改善だけでなく、水辺環境保全への市民
ニーズの変化

 PCB特別措置法に定める処理期限後の低濃度
PCB廃棄物の発生

 市民や事業者のごみ減量・資源化に関する意識
向上や行動変容の一層の促進

 不法投棄防止撲滅に向けた継続的な対策の実施
 プラスチックごみ問題に関する意識啓発の継続、

自主的な清掃活動を促進するための環境整備

 ごみ減量・資源化施策や家庭ごみ有料化制度に
関する説明会の実施等により排出量が減少

 産業廃棄物の多量排出事業者に対する適正処理
指導により発生抑制・再使用・再生利用を促進

 海洋プラスチックごみをテーマとした環境劇の
実施により意識啓発を推進

 環境学習会・イベントの開催等を通じた市民等
の環境問題に対する意識啓発の継続

 環境学習指導者の活動場所の提供、指導者同士
の連携の促進

❶健康で安全な生活環境を
保全する都市

基本方針 主な取組・評価

❷資源を有効に活用する
循環型都市

❸気候変動に適応しエネルギーを
効率的に利用する都市

❹多様な環境と人々の暮らしが
共存する都市

❺環境活動を実践する人が
育つ都市

第3次浜松市環境基本計画（案）の概要

２．第2次浜松市環境基本計画の評価と課題

 第2次計画では、5つの基本方針に基づく施策を展開してきました。その評価と課題は次のとおりです。

課題

 「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」に基づく施策の実施により温室効果ガス
削減（基準年度比 20.4%削減）

 太陽光発電の導入推進により導入量は全国市区
町村トップを維持（※経済産業省公表データ）

 カーボンニュートラルに取り組む中小企業向け
支援策の推進

 市民への継続的な啓発活動を通じた脱炭素を意
識したライフスタイルへの転換の促進

 「浜松市生きものパートナーシップ協定」に基
づく市民等協働での環境保全活動、クリハラリ
ス防除対策等により生物多様性の保全を推進

 イベントでの天竜材（FSC認証材）の普及啓発
により認知度向上やブランド化を推進

 土地所有者の高齢者化等により地域制緑地の維
持は困難化

 絶滅危惧種の生息・生育場所の保全、特定外来
生物に対する一層の防除対策の推進

 天竜材のブランド化を推進するため、メディア
やデジタルツール等のリーチ手法の検討が必要

 地域制緑地の指定に向けた地域特性に応じた保
全方法の検討、地域住民との緑地保全活動の実
施等を通じた意識醸成の推進

 環境学習指導者を養成し、幼保・小中学校等の
学習会に派遣することにより、環境教育を推進

 環境学習イベントの開催等により市民等の環境
問題に対する意識啓発を推進
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３．環境の将来像

 現行計画の策定時（2015年度）に、浜松市総合計画を踏まえて将来（2045年）の理想の姿＝環境の将来像を掲げました。

 本計画では、社会情勢の変化や現行計画の評価・課題等を踏まえ、環境の将来像を刷新しつつ、今後10年間で取り組む
施策を定めます。

将来（2045年）の理想の姿【環境の将来像】

脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、
豊かなくらしや持続的な経済活動と多様な自然環境が共生するまち

第3次浜松市環境基本計画（2025～2034年度）

（仮）第4次浜松市環境基本計画（2035～2044年度）

近年、気候変動や生物多様性の損失、環境汚染などの環境問題は深刻化し、世界的な課題となっており、その
対応が急務となっています。一方で、人々の生活や社会経済活動は永続していくことから、こうした課題への対
応と避けられない状況の変化への適応を両立させていく必要があります。

これらを踏まえ、市民や事業者が脱炭素型の日常生活や経済活動に転換するとともに、限りある資源を持続可
能な状態で利活用する意識が定着し、実践することが重要です。こうした一人ひとりの取組により、豊かで快適
なくらしの維持や、持続的な経済活動の発展を続けながら、本市が有する山・海・川・湖などの豊かな自然や多
様な生物が保全され、共生するまちを目指します。

第2次浜松市環境基本計画（2015～2024年度）

第3次浜松市環境基本計画（案）の概要

将来（2045年）の理想の姿【環境の将来像】

10年後の目標

 市民や事業者に脱炭素や資源の有効活用など環境に配慮したライフスタイル・事業活動の定着を促し、
官民連携によるカーボンニュートラル・循環型社会の形成を図ります。

 快適で良好な生活環境を創出するとともに、ネイチャーポジティブの実現に向けて、豊かな自然環境
の維持・回復・向上を図ります。

取組の方向性

4つの基本政策と共通政策

脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、豊かなくらしや持続的な経済活動と多様な自然環境が共生するまち

❶市民一人ひとりの日常生活や事業者の経済活動における脱炭素や資源循環につながる取組を推進し、
環境負荷を低減する

❷市民・事業者・市民活動団体による環境保全活動を浸透させ、豊かで良好な自然環境と快適で安全・
安心な生活環境を確保する

 2045年の理想の姿（環境の将来像）の実現に向けて、本計画において達成を目指す「10年後の目標」を掲げます。

 また、この目標を達成するための取組の方向性や基本政策・共通政策を定め、施策を推進します。

政策を支える基盤づくり

生活環境の保全1 循環型社会の形成
カーボンニュートラル・

脱炭素社会の実現
自然環境との共生

共通

２ ３ ４

４．将来像を実現するための取組の方向性
第3次浜松市環境基本計画（案）の概要
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政策名 指標主要施策

❶生活環境の保全
 大気汚染対策
 騒音・振動・悪臭対策
 水環境の保全対策

❷循環型社会の形成  一般廃棄物の減量とリサイクルの推進
 産業廃棄物の適正処理の推進

 資源化率
 ごみ総排出量
 一人一日あたりの家庭系ごみの排出量
 生活環境に影響を及ぼすおそれのある産業

廃棄物の不法投棄件数

❸カーボンニュートラル・
脱炭素社会の実現  温室効果ガスの排出削減  市域からの温室効果ガス排出量

 市の事務事業に伴う温室効果ガス排出量

❹自然環境との共生
 生物多様性の保全
 森林・農地・緑地の保全

 保護地域及び自然共生サイトの面積
 環境保全活動に参加した市民の割合
 FSC森林認証面積
 多面的機能支払交付金の面積カバー率

政策を支える基盤づくり
 学校・地域・社会など幅広い場に

おける環境教育
 適正な環境配慮の取り組み

 環境学習会に参加した市民の割合
 環境学習指導者養成講座修了者数

基本
政策

共通
政策

 大気環境基準4項目（SO2、NO2、CO、
SPM）環境基準値達成割合

 アスベスト届出（レベル1・2）立入実施率
 一般環境騒音環境基準値達成割合
 公害未然防止調査実施率
 公共用水域の環境基準達成率
 地下水の環境基準達成率

５．これからの環境施策

 10年後の目標を達成するための4つの基本政策と共通政策に位置付ける主要な施策・指標を次のとおり定めます。

 市環境部を中心とした関係課による取組により、施策を推進します。

第3次浜松市環境基本計画（案）の概要
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 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
 浜松市上下水道基本計画（案）[骨子] のパブリック・コメントの実施

について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇背景、経緯等 

・平成２８年３月に策定（改訂）した「浜松市水道事業

ビジョン」及び「浜松市下水道ビジョン」は令和６年

度までを計画期間としている。 

・今後１０年間（令和７年度から令和１６年度）で本市

の上下水道事業が目指す方向や取組内容などを示す計

画を策定する。 

・今後、人口減少による料金収入等の減少に加え、水道

と下水道の両方の機能を確保し、災害時においても従

前どおり水の使用を可能とする上下水道施設の耐震化

や、耐用年数を超過する老朽管更新などの事業量が増

加すると見込んでいる。 

・また、資材価格や労務費の上昇など、上下水道事業を

取り巻く環境を踏まえ、現状と課題を分析したうえで

今後の取組内容を検討した。 
 

対象の区協議会 全ての地域分科会、天竜区区協議会 

内  容 

計画（案）[骨子]について意見を伺う。なお、区協議会で

いただいた意見は、パブリック・コメントの意見として取

り扱う。 

 

○計画（案）[骨子]の内容 

・本計画の策定にあたっては、１０年後（令和１６年度）

の理想の姿を設定し、その実現に向けて５つの基本方針

を定めた。 

・５つの基本方針ごとに、現状と課題、取組を骨子として

まとめている。 

【１０年後の理想の姿】 

安全・安心な上下水道が地域社会の中で健全な水循環に

貢献している。 

【基本方針】 

１ 施設強靭化等による防災・減災の推進 

２ 安全・安心なサービスの提供 

３ 環境負荷の低減 

４ 組織体制の強化 

５ 持続可能な経営の推進 
 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和６年 11月 15 日(金) 

～令和６年 12月 16 日(月) 

・市の考え方公表：令和７年２月 

・計画策定・公表：令和７年３月 
 

担当課 上下水道総務課 担当者 佐伯 高志 電話 474-7012（内 4080） 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 

< 75 >



 

< 76 >



浜松市上下水道基本計画（案）[骨子] 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「浜松市上下水道基本計画（案）[骨子]」とは 

今後１０年間（令和７年度から令和１６年度）で本市の上下水道事業が目指す

方向や取組内容などを示す上下水道一体の計画です。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 
 
３．案の公表先 

上下水道総務課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、

ふれあいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パ

ブコメ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市
ホームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 上下水道総務課（住吉庁舎２階）まで書面で提出 

②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－０９０６ 
浜松市中央区住吉五丁目１３－１ 
上下水道総務課あて 

③電子メール suidow-s@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５３－４７４－０２４７（上下水道総務課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

上下水道部上下水道総務課（ＴＥＬ ０５３－４７４－７０１２） 
 
 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 浜松市上下水道基本計画（案）[骨子] 

趣旨・目的 
・ 本市の上下水道事業が目指す方向や取組内容などを上下水道一体

の計画で定めます。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・ 平成２８年３月に策定（改訂）した「浜松市水道事業ビジョン」

及び「浜松市下水道ビジョン」は令和６年度までを計画期間とし

ています。 

・ 今後１０年間（令和７年度から令和１６年度）で本市の上下水道

事業が目指す方向や取組内容などを示す計画を策定します。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

・ 今後、人口減少による料金収入等の減少に加え、水道と下水道の

両方の機能を確保し、災害時においても従前どおり水の使用を可

能とする上下水道施設の耐震化や、耐用年数を超過する老朽管更

新などの事業量が増加すると見込んでいます。 

・ また、資材価格や労務費の上昇など、上下水道事業を取り巻く環

境を踏まえ、現状と課題を分析したうえで今後の取組内容を検討

しました。 

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

・ 本計画の策定にあたっては、１０年後（令和１６年度）の理想の

姿を設定し、その実現に向けて５つの基本方針を定めました。 

・ ５つの基本方針ごとに、現状と課題、取組を骨子としてまとめて

います。 

 

【１０年後の理想の姿】 

安全・安心な上下水道が地域社会の中で健全な水循環に貢献してい

る。 

 

【基本方針】 

１ 施設強靭化等による防災・減災の推進 

２ 安全・安心なサービスの提供 

３ 環境負荷の低減 

４ 組織体制の強化 

５ 持続可能な経営の推進 

 

関係法令・ 

上位計画など 
・浜松市総合計画（上位計画） 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年１１～１２月  案の公表、意見募集  

令和７年２月     意見募集結果及び市の考え方、修正案を公表 

令和７年３月     計画策定、公表 
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浜松市上下水道基本計画（案）[骨子]

基本方針１ 施設強靭化等による防災・減災の推進

（１）耐震化

ここまで滞水

・令和6年能登半島地震では、
上下水道施設に甚大な被害が発生しました。

✓基幹施設（水道：導水管、浄水場、送水管等 下水道：浄化センターに直結する下水管等）

の機能喪失により被害が長期化しました。

✓水道に比べて下水道の復旧が遅れ、水道の使用自粛が要請
された事例があり、事前防災として、上下水道一体による
管路の耐震化の重要性が認識されました。

地震の影響で破損した水道管路
[石川県珠洲市]

地震の影響で浮上したマンホール
[石川県珠洲市]

地震の影響で破損した下水道管路に起因する
マンホール内の滞水 [石川県珠洲市]

地震の影響で破損したポンプ場
<水道施設> [石川県珠洲市]

上下水道システムのイメージ図

取水施設

浄水場

ポンプ場浄化センター

導水管

送水管

重要施設
(水道・下水道共通)

避難所、防災拠点など

配水本管

重要施設に
接続する管路等

浄水場、浄化センター等

浄化センター直前の
下水道管路の合流地点

浄化センター直前の
ポンプ場

合流地点までのすべての
ポンプ場を含む

配水支管

配水本管

配水支管

ポンプ場

・災害に強く持続可能な上下水道システム構築に向け
上下水道一体による耐震化を推進する必要があります。

① 上下水道一体による耐震化 水 下

・浜松市上下水道耐震化計画（令和6年度策定予定）に基づき、
浄水場、浄化センター等の耐震化や避難所等の重要施設に
接続する上下水道管路の上下水道一体による耐震化を行います。

配水池

基本方針１

下水道管路
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第３次浜松市国際戦略プラン（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「第３次浜松市国際戦略プラン（案）」とは 

浜松市の国際施策展開の指針である「浜松市国際戦略プラン」が計画期間（６年）の最終

年を迎えることから、現下の社会情勢等を踏まえた第３次プランを策定し、本市の強みや特

長、機会を生かした効果的な施策展開を図ることで、引き続き、本市の活性化と国際社会へ

の貢献を果たすものです。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 
 
３．案の公表先 

国際課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれあい

センター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコメ PR

コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 国際課（市役所本館５階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 
浜松市中央区元城町１０３－２ 国際課あて 

③電子メール kokusai@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５０－３７３０－１８６７（国際課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

企画調整部国際課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２３５９） 
 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 第３次浜松市国際戦略プラン（案） 

趣旨・目的 

浜松市の国際施策展開の指針である「浜松市国際戦略プラン」が計画

期間（6 年）の最終年を迎えることから、現下の社会情勢等を踏まえ

た第 3 次プランを策定し、引き続き、本市の活性化と国際社会への貢

献を果たす。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

現行プラン策定から 6 年が経過するなか、国際情勢や国内情勢の変化

に的確に対応し、本市が進める国際展開について改めて整理をするな

かで、今後に向けた考え方や方向性を示す必要がある。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

・本市の強みや特長、機会を生かした効果的な施策展開を図る。 

・現行プランにおける目指す方向性や取組を継承・発展させるため、

その掲げた目指す姿を堅持し、引き続き、その実現に向けて、施策

推進方針と都市外交方針に基づいた施策を展開する。 

・浜松市総合計画との整合性を図るとともに、分野ごとの個別計画と

の連携を図る。 

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

≪計画期間≫ 

 2025 年度～2029 年度【5 年間】 

≪目指す姿≫ 

◆目指す都市の姿 

1 本市の特長であるものづくりに代表される産業経済活動や、音楽

をはじめとする文化・芸術活動やスポーツ大会が国際的なレベルで

活発に行われ、多様な人材が活躍する都市 

2 そのような活動の拠点となる都市として世界的な視点から選ば

れ、多くの人々にとって魅力ある都市 

◆都市の将来像 

『産業経済や文化の活動拠点として多様な人材が活躍し、 

世界的な視点から多くの人々に選ばれる魅力ある都市』 

≪推進方針≫ 

1 施策推進方針 

（1）重点分野への集中した取組 

①「産業・観光」 ②「音楽・スポーツ」 ③「多文化共生」 

（2）多様な連携の強化と活用による推進 

① 民間活力の活性化と官民連携による推進 

② 広域的な自治体間連携による推進 

③ 庁内組織横断的な推進と人材育成 

2 都市外交方針 

（1）国際的なネットワークを通じた海外諸都市との関係構築 
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（2）本市の強みや特長を生かした互恵的協力関係の構築 

（3）民間交流を重視した都市外交の推進 

≪推進施策≫ 

◆強みと特長を生かした戦略的な事業展開 

➣施策 1 都市ブランドの確立と発信 

  （1）「産業都市」としての潜在力の活用 

  （2）「音楽都市」としてのプレゼンス向上 

  （3）「多文化共生都市」の創造 

  （4）都市の魅力発信と国際貢献 

➣施策 2 交流拡大による地域の活性化 

  （1）企業のグローバル展開支援 

  （2）インバウンド・MICE 誘致の推進 

  （3）スポーツを通じた活力創出 

  （4）海外の企業や多様な外国人材の受入れと定着促進 

◆推進基盤の強化・充実 

➣施策 3 海外諸都市や国際機関等との連携 

  （1）国際機関等を通じた海外諸都市との連携 

  （2）交流都市との連携促進 

  （3）駐日外国公館や政府系機関等との連携 

➣施策 4 推進体制と人材育成 

  （1）グローバル人材の育成と活用促進 

  （2）発信力の強化と受入態勢の整備 

  （3）庁内推進体制の強化と職員の育成 

関係法令・ 

上位計画など 
浜松市総合計画 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和 5 年 6 月～ 改定案の検討開始 

令和 6 年 11 月～令和 6 年 12 月 改定案の公表・意見募集 

令和 7 年 1 月 改定案の修正、市の考え方の作成 

令和 7 年 2 月 意見募集結果及び市の考え方公表 

令和 7 年 2 月 最終案報告 

令和 7 年 4 月 施行 
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都市ブランドの確立と発信施策１

背景・趣旨

第３次浜松市国際戦略プラン素案

推進施策推進方針

（１）重点分野への集中した取組

① 「産業・観光」

（２）多様な連携の強化と活用による推進

② 「音楽・スポーツ」

② 広域的な自治体間連携による推進

③庁内組織横断的な推進と人材育成

① 民間活力の活性化と官民連携による推進

（３）民間交流を重視した都市外交の推進

（２）本市の強みや特長を生かした互恵的協力関係の構築

１ 施策推進方針

２ 都市外交方針

（１）国際的なネットワークを通じた海外諸都市との関係構築

【背景】
○ 外国人材の受入れ拡大
○ 為替相場の急激な変動
○ 地球温暖化に伴う世界的な気候変動
○ 国際秩序の不安定化
○ アジア地域の堅調な経済成長 等 2025年度～2029年度【5年間】

施策２ 交流拡大による地域の活性化

施策３ 海外諸都市や国際機関等との連携

【推進基盤の強化・充実】

【強みと特長を生かした戦略的な事業展開】

【目指す姿】

産業経済や文化の活動拠点として多様な
人材が活躍し、世界的な視点から多くの

人々に選ばれる魅力ある都市

【策定趣旨】

【計画期間】

本市が進める国際展開について改めて整理し、今後に向けた考え方や
方向性を示す

➣本市の強みや特長、好機を生かし、効果的な施策展開
➣海外の成長市場の活力を本市の活性化に積極的に繋ぐ
➣海外諸都市等と共に国際社会へ有益に貢献
➣地球規模の問題解決に向けた国際機関との協力推進

③ 「多文化共生」

施策４ 推進体制と人材育成

（２）発信力の強化と受入態勢の整備

○ ホームページ等本市の魅力発信ツールの多言語化と充実
○海外からの訪問者の受入環境整備

（１）グローバル人材の育成と活用促進
○国際理解教育や語学教育等を通じたグローバル人材の育成
○グローバル人材の積極的活用に向けた支援

（３）庁内推進体制の強化と職員の育成
○庁内推進体制の強化
○国際関係事務を担う職員の育成
○海外拠点等本市の国際展開の効果的な推進体制の整備
○海外現地情報の収集やマーケティングの強化

（１）「産業都市」としての潜在力の活用
○「産業イノベーション都市」としての高い潜在力を生かした発信
○市場創出支援、新産業の創出支援と既存産業の高度化
○農林水産物の世界市場への進出

（２）「音楽都市」としてのプレゼンス向上
○ UCCN※1の活用
○ 音楽のあふれるまちづくり

（３） 「多文化共生都市」 の創造
○ ＩＣＣ※2ネットワークの活用
○ 多様性を生かした価値創造型のまちづくりの推進
○ ブラジルとのレガシー協定を生かした交流促進

（４）都市の魅力発信と国際貢献
○ 産業、食、文化、自然など本市の資源を生かした魅力発信
○ 2050年カーボンニュートラルに向けた取組の推進
○ 本市の特長を生かした官民連携による国際貢献

（１）企業のグローバル展開支援
○海外進出支援体制の連携強化
○海外販路開拓・輸出拡大支援
○製品・サービス等の高付加価値化支援

（２）インバウンド・MICE誘致の推進
○戦略的なインバウンドの推進
○国際コンベンション等のMICE誘致の推進
○ マーケティングに基づくデジタルプロモーションの強化
○本市の魅力を生かしたテーマ観光の推進

（３）スポーツを通じた活力創出
○誰もがスポーツを楽しめるインクルーシブスポーツの推進
〇ビーチ・マリンスポーツの聖地としての拠点整備
○国際大会や海外選手団合宿等の大型スポーツイベントの誘致

（４）海外の企業や多様な外国人材の受入れと定着促進
〇専門的・技術的分野の外国人材の定着促進
○海外企業の誘致、外国人起業家の呼び込み
○技術や文化交流・研修実施の促進

（１）国際機関等を通じた海外諸都市との連携
○ UCLG※3のネットワークを生かした海外諸都市との関係強化
○ UCCN加盟都市との関係強化
○ ＩＣＣネットワーク参加都市との連携促進
○ ICLEI※4加盟都市との交流・連携

（２）交流都市との連携促進
○市民主役の国際交流の促進
○協定締結都市との関係基盤の活用
○広域的な自治体間連携による推進

（３）駐日外国公館や政府系機関等との連携
○駐日外国公館や国際機関との関係強化
○ CLAIR※5やJETRO※6等の政府系機関との連携強化
○海外在住者・関係団体との連携促進

※1 ユネスコ創造都市ネットワーク
※2 インターカルチュラル・シティ・プログラム
※3 都市・自治体連合

※4 持続可能な都市と地域をめざす自治体協議会
※5 一般財団法人自治体国際化協会
※6 独立行政法人日本貿易振興機構
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第３次浜松市国際戦略プラン素案

2025年度～2029年度

産業経済や文化の活動拠点として多様な人材が活躍し、世界
的な視点から多くの人々に選ばれる魅力ある都市

【計画期間】

強みや特長

国際的な産業イノベーション都市

◯ 日本有数のものづくり産業の集積都市

◯ 新産業の創出と既存産業技術の高度化

世界の音楽都市

◯ 音楽分野でアジア初のUCCN加盟都市

◯ 国際的音楽事業の開催実績

外国人材の活躍可能な環境

◯ スタートアップ・エコシステム
「グローバル拠点都市」

◯ 外国人材の就労・定着支援体制

国際協力・貢献

◯ JICA等と連携した水道技術支援の実績

◯ フェアトレードタウン

多文化共生のまちづくり

◯ 多文化共生に先駆的に取り組んできた都市

◯ アジア初のICC加盟都市

観光資源と観光推進体制

◯ 本市を圏域に含むDMOとの連携推進

◯ 湖・海・川・山に囲まれた優れた環境

◯ 全国トップクラスのFSC森林認証取得面積

◯ SAVOR JAPAN（農泊 食文化海外発信地域）

豊かな自然環境と豊富な食資源 持続可能なまちづくり

◯ SDGs未来都市
◯ 豊かな自然環境と都市機能を併せ持つ

地方都市

デジタル・スマートシティの推進

◯ デジタルを活用したまちづくりの推進

社会経済環境の変化

◆アジア地域の堅調な経済成長

◆国際秩序の不安定化

◆地球温暖化に伴う世界的な気候変動

◆世界のDX市場規模拡大

◆世界的なインフレ加速

◆日本の総人口13年連続減少

◆為替相場の急激な変動

◆労働力不足による多様な外国人材の受入れ拡大

◆DXがもたらす社会の変化

◆カーボンニュートラル実現へ取組促進

発行：浜松市企画調整部国際課
〒430-8652 浜松市中央区元城町103-2
TEL 053-457-2359 E-mail kokusai@city.hamamatsu.shizuoka.jp

ブラジル人が最も多く居住するまち

◯ 在浜松ブラジル総領事館等との連携

◯ 東京2020オリパラ競技大会レガシー協定
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第３次浜松市人権施策推進計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「第３次浜松市人権施策推進計画（案）」とは 

 令和２年３月に策定した「第２次浜松市人権施策推進計画」が５年の期間満了を迎えま

すが、現在も多様な人権問題が存在しその解消に向けた取り組みが必要となっています。

そのため、社会情勢など人権を取り巻く状況の変化も踏まえ「第３次浜松市人権施策推進

計画」を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 
 
３．案の公表先 

福祉総務課人権啓発センター（クリエート浜松１階）、市政情報室、区役所、

行政センター、支所、協働センター、ふれあいセンター、中央図書館、市民 

協働センター（中央区中央一丁目）、パブコメ PR コーナー（市役所本館 1階 

ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 人権啓発センター（ｸﾘｴｰﾄ浜松 1 階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－０９１６ 
浜松市中央区早馬町２－１ 人権啓発センターあて 

③電子メール jinken@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５３－４５０－７７０２（人権啓発センター） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

健康福祉部福祉総務課人権啓発センター（ＴＥＬ 053－457－2031） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
令和６年度 地域力向上事業（市民提案による住みよい地域づくり助成

事業）の提案について（中央区・西地域） 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

地域力向上事業は、市民協働の手法により住みよい地域社

会を実現するため、市が実施又は支援する区の特性を活かし

た事業や課題を解決する事業です。 

 

〇市民提案による住みよい地域づくり助成事業 

（以下「助成事業」という） 

団体の提案に基づき、市が公益上の必要を認め、団体が

主体的に取り組む事業に対し市から補助金を交付すること

で、効果が期待できる事業 

 

＜浜松市地域力向上事業実施要綱（抜粋）＞ 

第７条 助成事業は、市長が別に定める審査会において、審議

するものとする。 

第８条 市長は、助成事業の採択に当たっては、浜松市区及び

区協議会の設置等に関する条例第４条に規定する区協議会

（中央区及び浜名区にあっては、同条例第５条の２に規定す

る地域分科会）に意見を求め、その意見を踏まえて実施予定

助成事業を決定し、提案団体には選考結果通知書により通知

するものとする。 

対象の区協議会 浜松市中央区協議会西地域分科会 

内  容 

〇提案事業 1件  

提案のあった助成事業について、審査会にて審議を行いま

したので、審議結果についてご意見をお伺いいたします。 

審査会結果及び提案事業の詳細は別紙のとおりです。 

備 考 
（答申・協議結果を得た

い時期、今後の予定など） 

①中央区地域力向上事業審査会（西行政センター）を実施  

（１１月２５日）  

②西地域分科会にて意見聴取（１２月４日）  

③事業の採択・不採択を決定し提案団体に通知を送付 

担当課 
西行政 

センター 
担当者 田力 友実 電話 597-1112 
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浜松市地域力向上事業実施要綱（抜粋） 

 

別表１（第７条関係） 

※「公益性」の項目については、審査会での評価の平均が３点以上であることを採択の目安とする。 

※審査会でのすべての審査指標の評価の合計が平均15点以上であることを採択の目安とする。 

※その他、基準の運用についての詳細は各区において定めることができることとする。 

 

 審査指標 点           数 

評価のポイント 低い やや低い 普通 やや高い 高い 

１ 

地域資源の活用度 

１    ２     ３     ４    ５ 区内の地域資源（特産品、自然、文化資産、人材な

ど）を活かした事業か。 

２ 

地域課題の明確性 

１    ２     ３     ４    ５ 解決すべき地域課題の原因・背景を把握し、目指す

べき状態を理解しているか。 

３ 

事業の妥当性 

１    ２     ３     ４    ５ 
事業が地域の課題解決にどう結び付くか。 

４ 
公益性 

１    ２     ３     ４    ５ 
住みよい地域づくりに寄与できる事業か。 

５ 

財政支援の妥当性 

１    ２     ３     ４    ５ 行政が補助すべき事業か。 

行政施策に同じような事業がないか。 
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3.4
条件付きで

採択候補とする

↑ ↑

審査会における審議結果

（１）へちまを使った和紙作りのイベントを開催する。

新規 １回目（補助率50%以内）

令和６年度　地域力向上事業　｢市民提案による住みよい地域づくり助成事業｣　提案事業

提 案 団 体

新 規 ･ 継 続 採 択 回 数

事 業 名 地域の子どもたちと「庄内へちま×和紙」の通した交流授業体験と広報

庄内半島ドリームプロジェクト　「庄内へちま×和紙」実行委員会

令和6年12月20日（金）～令和7年3月31日（月）

総 事 業 費

事 業 の 目 的

実 施 時 期

実 施 場 所
庄内学園・オイスカ浜松国際高等学校・鹿島神社
庄内協働センター・中部協働センター

574,980円
報償費：142,000円　委託料：266,800円　需用費：160,000円　使用料・賃借料：6,180円

15点以上

市執行上限額

採点結果（点）

公益性
事業の
妥当性

地域課題
の明確性

財政支援
の必要性

２月、３月に計４回開催する。

「庄内へちま×和紙」のブランド化を通じて地域を活性化させる。

287,000円

2.93.13.13.3

【小学生、高校生を対象とした授業及び体験会】
令和7年1月23日（木）　オイスカ高校の１年生（場所：オイスカ高校）
令和7年1月24日（金）　庄内学園の小学５・６年生（場所：庄内学園）

合計

（２）「庄内へちま×和紙」のためのプロジェクト委員会の開催

・へちまと地域との関連性がわかる伝承等について、資料に記載すること。

・「庄内ヘチマ」という表現について、誤解のないよう補足すること。

【地域住民を対象をした体験会】
令和7年1月25日（土）　（場所：庄内協働センター）
令和7年1月26日（日）　（場所：クリエート浜松）
令和7年2月23日（日）　（場所：鹿島神社）

審 議 結 果

15.9

3点以上
採択の
目安

事 業 の 内 容

採択の条件
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(1) みんなで推進する中山間地域の振興 

中山間地域では、阿蔵山における産業用地開発や三遠南信自動車道整備など大型プロジェ

クトが進行しています。特に、三遠南信自動車道が地域にもたらすメリットは非常に大き

く、地域の発展と住民の生活向上に大きく寄与することが期待されています。 

これらの事業を好機と捉え、市内外の個人や各種団体、企業、行政などが様々な立場か

ら幅広い視点で地域の果たすべき役割や課題を理解し、協力し合って中山間地域の振興施

策を進めていく必要があります。 
 
(2) 住民ニーズに基づく施策の重点化 

2023 (令和５)年度に実施した「集落座談会」並びに「中山間地域住民アンケート」及び

「都市部市民アンケート」に加え、地域の自治会や NPO 法人、各種団体、高校生、大学生

などとの意見交換を通じて、中山間地域の課題や将来の理想像が明らかになりました。い

ただいたご意見を踏まえ、重点的に取り組むべき施策を抽出しました。 
 
(3) 自主的な取り組みに対する積極的な支援 

これまで、地域の自治会や NPO 法人、各種団体などによる自主的なまちづくりの取り組

みは、それぞれの地域の特性などをいかして多くの成果を上げてきました。市は、今後も

地域の特性やニーズを踏まえた、自主的な取り組みを積極的に支援していきます。 

(1) 基本理念 

自然との調和、豊かな暮らし、あふれる魅力～浜松の中山間地域から新たな息吹～ 

この基本理念は、中山間地域の魅力や特長に加え、都市部の暮らしをも支える中山間

地域の多面的機能から着想を得ています。人口の減少や少子化、高齢化など中山間地域

が抱える課題に対応する取り組みが新しい変化の「息吹」となって浜松市全体、さらに

は市域を超えて波及することを期待して設定しました。 
 
(2) 目標 

①中山間地域の市民が、地域に対する「愛着」や「誇り」を持ち、笑顔で幸せを実感し

て生活できる、持続可能な地域社会の構築 

この目標は、中山間地域の市民が住み慣れた地域に対する深い愛着や強い誇りを持

ちつつ、将来にわたって幸福感や、満足感を持って生活(ウェルビーイング)を続けら

れることを重視したものです。 

また、地域の市民が年齢や性別等にかかわらず、主体的に地域の課題解決や発展の

ための取り組みに参加するとともに、SDGs やカーボンニュートラルの視点も取り入

れ、次世代にも持続可能な形で豊かな暮らしを引き継ぐことを念頭に置いています。 

②みんなが「中山間地域は魅力的・大切な地域（浜松の宝）である。」と思える地域の共創 

中山間地域には澄んだ空気や豊かな自然に加え、地域に根差した伝統芸能や文化な

ど多くの魅力があふれています。これらは都市部の人々に癒しや新たな発見の場を提

供するだけでなく、水源涵養や二酸化炭素の吸収といった多面的かつ公益的な役割も

担っています。 

この目標は、市民はもちろん、市外在住者や関係人口、交流人口、各種団体、企業

などを含めた「みんな」が中山間地域の魅力と役割を認識し、共感できる地域を共に

創っていくことを目指すものです。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

計計画画のの考考ええ方方 

基基本本理理念念とと目目標標 

中山間地域の『森林』は、土砂災害を防ぐ機能のほか、大気中の二酸化炭素を吸収して地球

温暖化の進行を緩和する機能や水源を涵養する機能があります。また、中山間地域の山や森に

よって育まれた『水』は、飲料水や農業用水、工業用水として都市部の隅々まで行き渡ります。

さらに、中山間地域の水力発電所でつくられた電気は、環境にやさしい『電力』として関東圏

や中京圏にも供給されています。加えて、浜松市沿岸域に整備された防潮堤には中山間地域の

『土』が使われています。 

このように、中山間地域は地域住民の生活の場としての機能を果たすだけでなく、都市部の

市民生活も支える重要な役割を担っています。 

●計画策定の趣旨 

中山間地域が抱える課題に向き合い、地域の魅力や資源を最大限に活用しながら、持続可能な

地域づくりを進めることが重要であると考えます。そのため、個人や各種団体、企業、行政など

が中山間地域の将来像を共有するとともに、将来像を実現するための指針と具体的な事業を示す

ため、新たに第３次中山間地域振興計画を策定することとします。 

●計画の期間 

2025(令和７)年度から 2029(令和 11)年度まで(５年間） 

第第３３次次浜浜松松市市中中山山間間地地域域振振興興計計画画((案案))概概要要版版 

2025(令和７)年度から 2029(令和 11)年度 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中山間地域と全市域の比較

中山間地域
市全域に

占める割合

面積 1,558.11k㎡ 1,022.81k㎡ 65.6%

森林面積 1,023.85k㎡ 923.99k㎡ 90.3%

人口 786,792人 27,798人 3.5%

高齢者人口 226,421人 13,190人 5.8%

高齢化率 28.8% 47.4% -

人口密度 505人/k㎡ 27人/k㎡ -

※面積：浜松市統計書（令和5年版）による

※静岡県森林情報システム（2024(令和6)年3月31日現在）による

※第6次国有林野施業実施計画書（2024(令和6)年4月1日現在）による

※人口：2024(令和6)年4月1日現在の住民基本台帳による

浜松市全域
(浜名湖含む)

【浜松市中山間地域振興計画対象地域】
○天竜区の全域

○浜名区引佐町の北部

(旧鎮玉村・旧伊平村）
大字：伊平・川名・渋川・四方浄・田沢

兎荷・西久留女木・西黒田
東久留女木・東黒田・別所・的場

 

  

 

 

 

 

 

中中山山間間地地域域のの役役割割 

計計画画のの策策定定ににああたたっってて 

－4－ －1－

（別添）資料４‐１



１ 地域コミュニティ機能の
維持・活性化

第３次浜松市中山間地域振興計画(案）体系図

基本理念
重点方針重点方針 主要施策主要施策

➀
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全・安心に暮ら
せる中山間地
域

１

ま
ち

２ 移住・定住の促進

・近隣集落同士や都市部との連携、NPO法人や企業などの参画を促し、地域コミュニティ機能の維持・活性化を進めます。
・高齢者の生活に関わる住民組織や介護、福祉サービスを提供する事業者等と「生活支援体制づくり協議体」を定期開催します。協
議体を通じて、生活支援に関するニーズやサービスについて情報交換し、住民組織や事業者、行政が連携し地域力向上を図ります。

・移住コーディネーターと行政が協力し、移住希望者一人ひとりに寄り添った情報提供や相談対応とともに、移住者が地域に受入れ
られる体制を構築します。

・地域住民と移住者が協力し、中山間地域の魅力ある資源をいかして地域を振興します。

３ 遊休財産の活用

４ 歴史的・文化的資産を活用
した地域づくり

５ 地域の交通手段の確保

６ 社会基盤格差の是正

７ 生活用水の安定的な確保

８ 保健、医療、福祉の確保

９ 防災対策の強化

14 農産物の特産品化、６次産業
化の推進

15 儲かる林業への進化

19 小売・サービス業の振興

17 有害鳥獣対策の強化

18 地産地消、地産外商の推進

16 働く場・新事業の創出

主な取り組み主な取り組み

・市が保有する遊休財産を利用して中山間地域振興に資する取り組みを行う提案者に対し、条例を適用した貸付を積極的に行います。
・空き家の所有者に適正な管理を行うよう指導します。解体に要する費用の一部を補助し、空き家所有者による自主的除却や土地の
売却を促進します。

・農用地を維持、管理していく集落の活動を支援し、農業生産活動の継続を図ります。
・市民協働による文化財の保存・活用のために、市民の興味・関心を呼び起こし、知識の向上を図るとともに、携わる人材の育成を
推進します。

・学校などとの連携により無形民俗文化財の次世代への継承を支援します。
・地域・交通事業者・行政で運営する「地域交通検討会」の中で、地域の実情を踏まえた運行について議論を行い、バスやNPOタク
シーなどの交通手段を組み合わせ、デジタル技術を活用することで、日常生活における移動サービスの強化を図ります。

・市立幼稚園及び小中学校の統廃合により、通園及び通学が遠距離となった地域において、通園・通学バスなど適切な支援をします。
・道路ネットワーク機能の強化や通信技術の活用により、安心して生活できる環境づくりを推進します。
・三遠南信自動車道の整備に合わせ、国道152号の現道改良工事を推進するとともに、身近な生活道路を含めた道路や通信環境の整
備をすることで、災害予防や応急対策へつなげます。

・光ファイバ未整備地域等の解消に向け、国へは制度拡充を、事業者へは早期解消について、要望し実現を目指します。
・旧簡易水道区域内の耐震工事の必要性が生じた配水池の耐震化を進めていきます。
・飲料水供給施設や小規模水道施設の維持管理、水質検査などに対する補助を行います。また、地域に精通する水道業者による施設
の維持管理に関する相談・助言など、安定的な水の確保を目的とした支援を継続していきます。

・生活習慣病やフレイルの予防のため、健康教育などを実施することで、地域住民の社会参加や身体機能の維持増進を支援します。
・中山間地域医療検討会議において佐久間病院の役割等について協議し、県や浜松医科大学等と連携して医師の確保を図ります。
・地域住民やボランティア団体などが主体的に活動しやすい地域づくりに向け、コミュニティソーシャルワーカーが住民や団体の橋
渡し役となり、取り組みを活性化します。

・地域住民自らが地域の災害特性を踏まえ、気象情報や市が発令する避難情報を正しく理解したうえで、命を守るために適時、適切
なタイミングで避難行動がとれるよう避難計画の作成を促進します。

・橋りょうなどの老朽化への対応強化及び大雨時の土砂災害に備えた道路斜面対策を行います。
・災害により道路などが被災した際には、早期に復旧工事を行います。

・中山間地域と都市部の様々な年代や個人、企業、団体などが交流する機会を設け、交流から協働・共創へつなげます。
・豊かな自然環境をいかした中山間地域ならではのツーリズムを構築し、農泊・民泊や農林業体験などを通して、中山間地域の地域
資源を活用した交流の促進を図ります。

・地域の特産品や文化、伝統行事をいかしたイベントを定期的に開催し、観光客や移住者を呼び込む機会を創出します。

・中山間地域の人的資源や観光資源などの地域資源を交流に結びつけるため、情報発信を強化し、地域の魅力を広く発信します。
・中山間地域の生活や文化を体験するプログラムやワークショップを開催することで、訪問者に地域の魅力の気付きを促します。

・中山間地域の気候や風土が生んだ地元食材や習慣、食文化を楽しみながら旅する「ガストロノミーツーリズム」を推進します。
・地域で構築されたツアーを着地型旅行商品として販売し、中山間地域への来訪者の増加を図ります。

・中山間地域親子ひろばや訪問ヘルパーの拡充など、子育て世代が交流や相談ができる環境を充実させます。
・市立幼稚園において、適正な園の配置や交流事業、満３歳児受入れなどを進めることで、「集団での学び」や幼児教育・保育の機
会を確保します。

・保育ママ事業や放課後子供教室などにより、子育てと就労の両立を支援します。
・地域農産物が持つ魅力発信を強化し、認知度を向上させます。
・１次産業や２次産業、３次産業を組み合わせた「６次産業化」を推進し、農産物の付加価値向上による販路を拡大させます。
・優良農地の保全に努めるとともに生産技術を高めることで、農産物の生産性を向上させます。
・FSC森林認証を活用した天竜材のブランド化など「儲かる林業」へ進化させ、林業従事者の確保や森林管理の強化を図ります。
・森林の新たな価値を生み出すため、FSC森林認証をいかしたカーボンクレジットの登録・発行に取り組みます。
・FSC森林認証に基づく適切な森林の維持・管理に加え、林道情報のデータ化推進や効果的なパトロール実施等により、災害に強い
森林づくりを推進します。

・中山間地域の特産品や文化、観光資源などをビジネスに組み込むための支援を行い、地域の特産品をいかした商品開発や地域ブラ
ンドを構築します。

・阿蔵山産業用地開発事業を実施し、事業用地を求める企業に対し、寄り添った支援をすることで企業立地を推進し、中山間地域の
活性化や雇用機会の創出を図ります。

・有害鳥獣の侵入防止対策や生息環境の管理、捕獲の強化などで農作物被害を抑制します。
・農家が野生鳥獣の特性を学び、自らの畑を守る知識取得や技術向上の機会を提供します。
・狩猟免許の取得を促進し、新たな捕獲者の増加を図ります。
・生産者から販売者までが一丸となり、地域の食材を味わう感動を消費者へ届けることを目指す「浜松パワーフードプロジェクト」
の取り組みを推進します。

・中山間地域の農産物の魅力を幅広い世代へ伝えるとともに、地域の農産物をブランド化することで他産地との差別化を図ります。

・商店街の活性化に向けた取り組みを支援し、小売・サービス業の維持・向上を図ります。
・商工会などと連携し、セミナーの開催や相談などにより、創業・事業承継を支援します。

「ひと」のつなが
りを大切にし、
ともに支える中
山間地域

２

ひ
と

12 関係人口・交流人口の創出

10 中山間地域交流プロモーション

11 地域資源を強みにした誘客の
促進

13 子育てがしやすい環境づくり

地域の資源や
特性をいかした
「しごと」を創出
し維持する中
山間地域

３

し
ご
と

－2－ －3－



R6.4.30時点

静岡県河川指定調書より

水系 延長（ｍ） 起点 終点

1 都田川水系 九領川 くりょうがわ 3,500 大久保町 二級河川新川

計 3,500

水系 延長（ｍ） 起点 終点

1 呉松川 くれまつがわ 3,270 深萩町 二級河川都田川

2 庄和川 しょうわかわ 2,580 庄内町 二級河川都田川

3 境川 さかいがわ 3,380 神ヶ谷町 二級河川新川

4 篠原川 しのはらがわ 3,240 篠原町 二級河川新川

5 小伊佐地川 こいさじがわ 2,360 湖東町 二級河川伊佐地川

6 北川 きたがわ 3,628 三方原町 二級河川伊佐地川

7 千鳥川 ちどりがわ 490 舞阪町 二級河川都田川（浜名湖）

8 乙女川 おとめがわ 450 舞阪町 二級河川都田川（浜名湖）

9 渚川 なぎさがわ 450 舞阪町 二級河川都田川（浜名湖）

10 弁天川 べんてんがわ 500 舞阪町 二級河川都田川（浜名湖）

11 蓬莱川 ほうらいがわ 350 舞阪町 二級河川都田川（浜名湖）

計 20,698

浜松市の管理する法河川（西地域）

河川名

都
田
川
水
系

２級河川

準用河川

河川名
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議事

資料

質問

回答

議事

資料

質問

回答

2

1

（３）【協議事項第15号】
浜松市農業振興ビジョン（案）のパブリック・コメントの実施について

p.15（右中）「基本施策９　鳥獣被害対策　・有害鳥獣の捕獲と防除」

気温上昇や豪雨等の異常気象の影響で作物が不足また高騰をしている。
生産者、消費者も大変苦労している。
浜松市だけのことではないが、今後どの様な対策を考えているのか?

先般のニュース内で猟友会と自治体の間でトラブルになっていることを知りました。
浜松市では猟友会、自治体、警察との連携はどうなのか?

　近年、市街地に大型動物が出現し、自治体や猟友会等が対応しているニュース報
道等がありますが、本市においても、年に数回同様の事例が発生しています。
　本市では、これまで、猟友会、静岡県、警察に加え、市が委託する民間事業者（追い
払いやパトロールを実施）が、適宜連携してこうした事案に対応しており、現在、猟友
会とのトラブルは発生しておりません。

　気候変動等が農業に与える影響に対しては、単独の市町村というより国策による全
体的な対応が必要と考えております。しかし市においても対応できることは行うべく、
本農業振興ビジョンにおいては、農業の機能が発揮されるよう、基本方針として「持続
可能で発展する農業の確立」と「農村の保全・振興」を打ち出したところであります。
　関連する基本施策としては、特に基本方針1「持続可能で発展する農業の確立」の
基本施策1から7に掲げており、具体的な取り組みについては、パブリック・コメントの
配布資料に添付してある解説版に記載しております。
　主なものとしては、基本施策「③生産性の向上」の取組として「優良種苗、ウイルスフ
リー苗等の温暖化や病害虫に対応した苗等の研究開発支援」や「新技術・新品種導
入、作業効率化等の生産性向上に関する取組の支援」、基本政策「⑦環境負荷の低
減」の取組として「有機農業も含めた環境負荷低減に資する生産方式の導入や取組
への支援」等を挙げています。
　なお、これらの取組の方向性に沿ったより具体的な事業については、浜松市総合計
画に基づく「実施計画」で毎年策定し、その進捗管理を図っていきます。

（３）【協議事項第15号】
浜松市農業振興ビジョン（案）のパブリック・コメントの実施について

p.15（左下）「浜松市の農業の課題　（5番目の）・気温上昇や豪雨等の異常気象」

3

【令和６年度第８回中央区協議会西地域分科会】　　河瀬 俊夫 委員からの事前質問　

（６）【協議事項第18号】
第４次浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり基本計画（案）のパブリック・コメント
の実施について

過去は子どもは家庭・学校・地域で育てることが普通であったが、最近では地域の関
わりが少なくなってきていると思われる。見守り活動をしている時、お揃いのジャン
パー、ベストなどを着用している方には挨拶ができているが、無しの場合の「声かけ」
は不審者扱いと思われる昨今です。大変難しい状況とおもわれます。
「子どもの見守り」とはどのようなことを考えていますか?

　計画本編では、具体的な取組として「浜松市子供安全ネットワーク推進事業」、「ひと
りひとりにいい声掛けデー」、「青少年補導活動」、「不審者情報の提供」を定めていま
す。

p.39（右中）「基本方針3　子どもの安全の確保（１）地域と一体となった子どもの見守
り」
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資料
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議事

資料
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回答

p.73（右上）「基本政策①生活環境の保全」

4

p.91「基本方針5　持続可能な経営の推進」（左中）

5

　PFASについては、主要施策③水環境の保全対策に含まれております。主要施策及
び指標で触れていませんが、必要な対応は実施していきます。

水道の資金残高が年々減少している。施設の老朽化が進み多くの箇所で交換が必要
になり、益々維持管理が難しい思われる。いずれは資金残高も枯渇すると思います。
料金の値上げが予想されるが、利用者(市民)への使用方法などの声かけは?
(使用量が減れば水道料金も減り歳入減となるが)

（料金の値上げを主とした、市民への広報についてお答えします）
　水道料金の改定について、9月議会の代表質問で市長から「料金改定やむなし」と
判断し、改定時期は資金残高の見通しを踏まえ来年の秋とし、令和7年2月の定例会
へ条例改正案を提出したい考えを表明させていただきました。
　利用者（市民）に対しての広報は、例えば広報はままつ7月号の特集では浜松市の
上水道・下水道の現状とこれからを紹介し、市のホームページでは持続可能な水道事
業を運営するためにと題し、水道料金の改定が避けられない状況であることなどを説
明しています。

「基本政策①生活環境の保全」の主要施策及び指標で「PFAS」　のことが触れていな
いないが、何故か?

（９）【協議事項第21号】
第３次浜松市環境基本計画（案）のパブリック・コメントの実施について

（10）【協議事項第22号】
浜松市上下水道基本計画（案）【骨子】のパブリック・コメントの実施について


